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５．指標・測定手法の政策への活用イメージの検討 

5.1 指標・測定手法の政策への活用（各機関） 

5.1.1 内子町環境基本計画への適用可能性 

(1)分析の方法 

内子町では 2007 年に環境基本計画（図 5.1-1）を策定したが、策定から 8 年経ち、現在総合計

画の改訂と歩調を合わせて見直し作業を行っている。まずこれまでの取り組みの成果や課題の抽

出のために、今回開発した指標が使用可能かを検証する予定であったが、データ収集に時間がか

かり、間に合わなかった。現在計画は重点プロジェクトの絞り込みの段階に来ており、合わせて

数値目標や指標の検討段階に入っている。そこで、重点プロジェクのうち何がふさわしいかを検

討する材料として、その達成状況を測る指標を提示することが参考にならないかを検証した。  

指標案は計画の事務を担当する行政職員と、町民からなる策定委員会の 2 種類の方法で検討し

ていただいた。前者は、総合計画を担当する A 氏と環境基本計画を担当する B 氏にヒアリングと

質問紙によるアンケートを行った。プロジェクトの候補は 10 を超えるが、その中から 4 つ選定

し、共通指標と地域固有指標を混在したリストを見せ、両氏に指標としてのふさわしさの優先順

位を付けてもらった。後者については 2015 年 3 月末の委員会で実施する予定である。  

 

(2)分析結果 

前者の結果を表 5.1-1～5.1-4 に示す。両氏で優先順位の付け方に相応の差がみられた。総合計

画を担当する A 氏は達成状態指標を選定する傾向があり、環境基本計画を担当する B 氏は取り組

み指標を選定する傾向がみられた。また A 氏は地域活性化など持続可能な地域づくり全般の視点

から分野に偏らない指標を選定しているのに対し、B 氏は環境分野の指標を中心に選定している。 

このことから、指標選定のワークショップを行うことは、異なる価値観を有する職員や住民間

の視野の拡大や共有に役立つと思われる。  
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図 5.1-1 内子町環境基本計画の体系 
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表 5.1-1 「町民主体の再生可能エネルギーの導入」に関する指標の優先順位 

 

表 5.1-2 「持続可能な内子ツーリズム」に関する指標の優先順位 

 

  

指標内容 説明 A氏 B氏

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備の導入数
太陽光発電、小水力発電、木質ペレットボイラーなどなどの再生可能ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ設備の導入数が多くなると、内子町のCO2排出量が削減され、温
暖化防止に貢献する

4 5

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備導入への出資人
数

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備導入への出資する町民や企業が多くなるほど、
再生可能エネルギーへの関心が高まるだけでなく、積極的に関わる人
が増え、町が活性化する

5 1

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備導入への出資し
た金額

上と同じだが、人数よりも金額のほうが、実質的な貢献度を表していると
いう考え方

再生可能エネルギーによる発電量・熱
供給量

関わる人が増えても、実際に太陽光発電、小水力発電による発電量
や、木質ペレットボイラーの熱で賄う量が増えないとCO2削減にはならな
い。また、エネルギーの地産地消になり、内子町外に逃げて行っている
光熱費を町内で循環させることができた量を表すことができる

1 1

内子町全体のエネルギー消費量に対
する再生可能エネルギーの割合

上と同じだが、供給量が増えても、エネルギー消費量が増加すれば、外
から買う量も増えてしまうので、割合を高めることが有効との考え方

2 3

光熱費全体に占める再生可能エネル
ギーへの支出の割合

上と同じだが、実際に町内で循環させた金額のほうが有効との考え方 3

内子町全体のCO2排出量の削減量
再生可能エネルギーの導入が進めば、町全体のCO2排出量は減少し、
地球温暖化防止に貢献することができる

4

町内総生産（生産・販売高）の増加額
再生可能エネルギーの関連産業が育ち、生産額や販売額が増えれば、
町内総生産が増え、町が豊かになる

指標内容 説明 A氏 B氏

滞在型のツアーの実施回数
町や民間で企画した滞在型の実施回数が増えれば、滞在型観光客が
増えるという考え方

1

滞在型のツアーを受け入れる企業・団
体数

滞在型観光を実施するには宿泊施設だけでなく、観光客が立ち寄れる
ような商店・施設や自治会などの多様な組織の受け入れ体制が整って
いることが重要との考えから

3 4

自然・地域体験型のツアーの実施回数
滞在型であっても単に観光スポットを巡るものよりも農業体験やねき歩
き、地域行事・地域活動に参加するツアーのほうがコミュニティの活性化
につながるという考えから

2

自然・地域体験型のツアーを受け入れ
る人数（宿泊施設、商店、自治会など)

農業体験や地域行事・地域活動参加型ツアーを実施するには宿泊施設
だけでなく、商店・施設や自治会などの多様な組織の受け入れ体制が
整っていることが重要との考えから

4

交流人口（観光客数） 滞在型、日帰りを含む観光客の全体数 1

宿泊客の延べ宿泊人数
滞在型ツアーの実施回数が増えても、1回当たりの参加人数が少なけれ
ば経済効果が少ないので、宿泊人数を増やすことを目指すべきという考
え方

2

自然・地域体験型のツアーの参加人数
単に宿泊者が増えても体験型ツアーに参加しているとは限らないという
考えから

2

観光客の町内での支出金額
宿泊者や体験型ツアー参加者が増えるだけでなく、観光客に町内にお
金を落とすようなツアーを目指すべきという考えから

4

町内での就業者数（雇用人数）
ツアーの企画実施の仕事が、仕事がなく外に出て行った人をつなぎ止め
るだけの収入が得られるようにすべきとの考え方

観光関連産業による所得
観光産業の発展がそれを支える他の産業にも波及し、最終的には町民
の所得が増えることを目指すべきという考え方

5
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表 5.1-3 「エコ自治会・コミュティビジネス,移住・分住・町外ボランティアによる 

環境保全活動」に関する指標の優先順位 

 

表 5.1-4「幼稚園・保育園～小中学校～高校～社会人をつなぐ 

環境教育・ESD の推進」に関する指標の優先順位 

 

  

指標内容 説明 A氏 B氏

コミュニティビジネス事業数
コミュニティビジネスが活発化すると、町内でできる仕事が増え、雇用や
所得が増えるとともに、自治会内のつながりや自治体間のつながりが増
える

5 4

コミュニティビジネス参加者数
地域経済の活性化のためには単にコミュニティビジネスの事業数が増
えればいいというものではなく、それへの参加者数を増やすべきという
考え方

4

コミュニティビジネスによる所得増加額
地域経済の活性化のためには単にコミュニティビジネスの事業数が増
えればいいというものではなく、それへの参加者数を増やすべきという
考え方

人口減少率が一定比率以下の自治会
数

コミュニティビジネスが定着するのが目的ではなく、人口減少に歯止めを
かけることに寄与すべきと言う考え方

2

地域活動への機会提供数
外部（自治会外、町外）の人が参加できる地域活動（伝統行事、文化芸
術・スポーツ大会、草刈り・清掃、建物・道路修繕など）が増えれば、地
域内外の絆が深まり、生活環境維持にもなつという考え方

1

地域活動への参加人数
地域活動への参加機会が増えても、参加する人がいなければ意味がな
いという考え方

1 1

人口（住民基本台帳）
ボランティア活動に外から参加する人が増えても、外に出て行く人が減
らずに人口が減少してしまっては意味がないという考え方

移住者人口
外に出て行く人が一定数あったとしても、Iターン、Uターン者などの移住
者がいれば、地域が活性化するという考え方

4

移住・分住人口
1年のうち数週間から数ヶ月内子に滞在し地域活動に参加してくれれ
ば、必ずしも移住しなくても良いという考え方

活動人口（町民活動人口＋町外者活動
人口）

単に内子町に住んでいるだけでなく地域活動に積極的に参加するひと
を増やそうという考え方。また内子に長期間滞在しなくても、ボランティア
活動等に参加して内子町の生活環境維持などに貢献してくれる人が増
えれば良いという考え方。

3 3

指標内容 説明 A氏 B氏

地域学習・環境教育の実施時間数
地域学習・環境教育の実施時間数が増えれば地域への愛着や地域活
動へのん参加度が向上する

3 3

交流型地域学習・環境教育の実施時間
数

地元自治会と学校、小学校と幼保中高、町外の方と一緒に（あるいは支
援を受けて）学習活動をするほうが、地域づくりの人材育成にはつながり
やすいという考え方

2 1

交流型地域学習・環境教育に関わる団
体数

地元自治会や役場の各部署、環境NPO、商店街やJAなどの民間団体、
大学、ドイツなどの多くの交流のチャンスがあればあるほど、多様な価
値観を持ち地域に貢献する人材が育ちやすいという考え方

4 1

地域活動を実践する生徒・児童数
単に教育の時間数が増えるだけでなく、その結果地域活動に参加・実
践する人を増やせば、将来の人材育成ではなく、その場で地域づくりを
担っていることになるという考え方

1 4

エコ活帳・エコマネー発行数
エコ活帳（エコ活動の日記）やエコマネー（エコ活動の対価）発行数が増
えれば、環境配慮行動を実施する子どもたちが増える

エコ行動の実施率
エコ活帳を形式に書くだけでなく、本当に環境配慮行動を実施している
かを把握すべきという考え方

5

大学の地域関連学部への進学率
地域経済や地域文化等について大学で学ぶ高校生が増えれば増える
ほど、地域活動の担い手が増えるという考え方

生産年齢人口（20～40代）
若い世代や働き盛りの世代が内子町にとどまったり戻ってくることが最
終目的だという考え方

5
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5.1.2 市原市における活用 

市原市においては、2005 年から 2015 年までの 10 年間を計画期間とする「改訂市原市総合計

画」を平成 17 年に策定し、その最終年度が近づいているところである。次期総合計画の策定作業

が進められているが、各種の事情によって、未だ、策定には至っていない。  

平成 17 年の「改訂市原市総合計画」においては、人口が増加する予測のもとでの計画策定であ

ったが、次期の計画においては、人口が減少することを前提とする総合計画とせざるを得ない。

この観点で、本研究内容が活用できるかどうかが検討されており、すでにリソースジェネレータ

の手法を含めた社会関係資本の把握のためのアンケート結果については、市原市に提供し、総合

計画の検討資料の一環として使用されている。  

また、研究チームから提案している政策適用の方針は、以下の 5 段階からなる。第一に、地方

自治体での各種資本ストックの現況を把握し、他自治体と比較することによって、当該自治体の

特徴を把握する段階である。この段階では、本研究によって作成された資本ストック市町村比較

データベースが活用される。第二に、資本ストックのうち、人的資本、人工資本、自然資本の 3

つの物理的な資本ストックについて、30 年後の状況を予測する段階である。本研究では、市原市

について、将来の産業構造を予測するとともに、教育、介護、構造物（橋りょう）、林地に関して、

簡易な把握を行った。今後、人的資本、人工資本、自然資本の将来の状況を簡易に把握し、各自

治体の将来の課題が把握できるようにしたい。第三に、将来予測から得られる課題について、回

避するための政策シナリオを複数設定する段階である。この段階では、第二段階で把握された将

来の課題について、回避・緩和するための複数のシナリオを作成する。この段階では、住宅・道

路・管路などの人工資本の規模が、将来の人口減少に照らすと過大であるということであれば、

具体的に街の規模をどのように縮小させていくのか、あるいは、街を維持するために別の方策（た

とえば、都会から人を呼び込むなど）を講ずることができるのか、など、街の適正規模を維持す

るために取り得る複数のシナリオを作成することとなる。第四に、各種シナリオをもとに、住民

参加型のワークショップを開催して、合意形成を図る段階である。研究者グループとしては、こ

の段階においては、30 年後の将来の街を担っていく中高生などの将来世代が中心となって将来の

街のあり方を議論し、その議論に過去の街の姿を知っている老壮世代が情報を提供していくとい

う形が望ましいのではないかと考えている。第五に、これらの議論の結果を踏まえつつ、ストッ

クの健全さを維持するという目標を核とした自治体の総合計画づくりをすすめる段階である。人

口が減少する中においても、一人当たりのストックの豊かさを維持し、増加させていくという、

プラスの経済目標を立てることができるのではないかと考える。  
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5.2 活用に向けた課題と今後の方向性 

5.2.1 名古屋市に対するヒアリング 

名古屋市が策定している様々な計画において、各施策の取組みや進捗結果を測るために多くの

指標が設定されている。名古屋市の計画で使われている指標に対する問題点や懸念事項、今回提

案する共通指標群についての意見等について、名古屋市総合計画を策定している総務部企画課、

環境基本計画を策定している環境局環境企画課へヒアリングを行った。ヒアリングで得られた内

容を図 5.2-1 に示す。 

 

 

図 5.2-1 名古屋市へのヒアリング結果 

 

名古屋市は大規模自治体であり業務内容が多岐にわたっている。そのため、行政が策定する計

画では、行政が実施できる範囲に限られている傾向がうかがえた。今回提案する共通指標群を使

うことで、既存の枠組みの範囲でカバーしにくい項目への注意を行政に促し、自治体組織内に存

在する既存の枠組みを超えた施策への展開も促すことができるのではと考える。 

持続可能な社会の実現やレジリエンスの観点から安全・安心の分野をはじめ、自治体の施策に

おいて行政だけでは実現が困難な分野も多くなっている。今回提案した共通指標群は、「社会関

係」分野をはじめとして行政だけでは明らかに実現が困難な指標も含まれている。ヒアリングで

• 各計画での指標設定のジレンマ   

– 行政の責任で実施できる範囲を評価する指標としたいため、アウトプット指標を

設定したい。  

しかし市民に分かりやすい形とするためにはアウトカム指標のほうがよい。   

– 行政が実施できる範囲だけの指標でもいけない。指標があまりにも職責から離れ

ていてもいけない。   

 

• 指標体系・指標群に関する意見   

– 項目が広範囲の分野に及ぶため、どの部署が関係しているかの把握が困難。  

– 名古屋市では業務が細分化されているため、業務の枠組みをまたぐような指標が

あってもそれを施策として実施するのは難しい。(たとえば、「一般的な信頼度」

のような指標。) 

– 責任部署が多岐にわたるような分野・課題については、複合的な視野を持って、

総合的な評価指標が必要となるため、複数の指標を設定する必要がある。(例：健

康・福祉、エネルギー・気候変動等) 

– 指標を実現するためにどの範囲が行政・市民・事業者の役割かわかると、お互い

役割を意識して進めていけるのでは。  

 

• 指標に関する意見   

– 目標に対し、どのような指標があるか、どのような指標を組み合わせればよいか

知ることができたらありがたい。  
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は自治体が策定する計画に、市民・事業者の役割を盛り込むことが難しい面もあるとうかがえ

た。共通指標群を展開することにより、持続可能な社会を実現するための担い手としての市民・

事業者にその役割を強く意識してもらう一助となり得るのではないかと考える。 
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5.2.2 その他自治体関係者へのヒアリング 

(1)自治体関係者へのヒアリング結果 

平成 24 年度および平成 25 年度に実施した自治体ワークショップの出席者（山形県遊佐町地域

生活課（当時）、東京都足立区環境政策課、岐阜県多治見市環境課）を対象に、本研究で構築し

た指標体系、社会関係資本の調査手法、地域内外分別の手法、安全性・頑健性の評価手法を提示

し、政策への活用イメージについてヒアリングを行った。ヒアリングで得られた内容を下記に整

理する。  

(a)指標体系と項目に関する意見 

 ストック指標と達成状態指標に分けて整理されたことで分かりやすくなっている。指標には

政策を立案するためのものと、その政策を達成できたのかを確認するための指標が必要であ

り、両方を捉えやすくなる。  

 達成状態指標については、複数の政策で１つの指標をみる、あるいは１つの政策に複数の指

標で多面的に見ていく場合もありえる。  

 今回示している指標の測定結果の表示方法では、他地域と比較することで初めて効果を発揮

する形になっている。どれだけ多くの自治体で指標の測定に取り組めるかが有効性を高める

鍵になろう。  

 以下のように参照することで施策立案の参考資料になりうる。  

「市町村」⇒「同規模の他市町村」を参考に施策立案  

「県」  ⇒「同規模の他県」「県内の全市町村」を参考に施策立案  

「国」  ⇒「全都道府県」を参考に施策立案  

 そもそも、その指標を改善することが市民に求められているか否かは、自治体によって（自

治体内でも地域によって）異なるケースもあることを認識しておく必要がある。  

 ストック指標の項目には産業に関わるものが含まれていない。企業活動は自治体にとって重

要な課題であり、地域の活力を左右する重要な要素であることから、企業活動に関わるイン

フラや技術を評価できる項目があっても良いのではないか。  

(b)社会関係資本の評価手法（調査票）に関する意見 

 提示された調査票で把握できる項目は、自治体にとっては把握・蓄積しておきたい重要な情

報である。  

 一方で、調査結果をどう生かしていくかが分かりにくい印象を受ける。個人の繋がりは重要

だが、行政としては手を出しにくい部分である。  

 実際に調査を行うには、ボリュームが大きく難しいのではないか。調査項目をもっと絞り込

むことができれば使いやすい。  

 調査票をリリースする際には、統計上の留意点や分析手法も併せて提示する必要がある。  

 調査結果をもとに地域住民のワークショップを開催し、地域や自治体が取り組むべきこと

(ボトムアップ型事業)と広域・国が取り組むべきこと（制度等のトップダウン型事業）を整

理することができる。  

(c)地域内外分別の手法に関する意見 

 地域外への依存状態の分析は、現状を認識するという点では興味深い。  
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 「依存」や「つけ回し」といったネガティブな印象を受ける表現を取ることに違和感を覚え

る（地理的・歴史的条件から敢えて地域外に頼っている産業や生活状況、地産地消を志向し

ない産業がああるため）。他地域との「共生」という観点で評価できるのが望ましい。  

 地域外への依存が少ないことが「地域の強み」と考えれば、強みを伸ばすための産業誘致な

どの施策立案に活用できる可能性がある。  

 依存やつけ回しの相手先地域との調整は、自治体間で行えるものではない。都道府県や国が

調整役を担うべきであり、その資料として有効に機能すると思われる。  

(d)安全性・頑健性評価の手法に関する意見 

 提示されたリスクリスト（特に Stress）は参考になる。  

 ただし、体感するリスクと事実が異なる場合もあり（例えば、犯罪件数は減少しているが治

安が悪いイメージが残っているなど）、これをどう評価するかは慎重になるべきではない

か。  

 安全性・頑健性評価の手法は自治体の防災計画に応用できる。（限られた予算のなかで、ど

こまでをいつまでに準備していくか、有事の際にどの順番で対応していくか検討されている

と思います。そういったことを議論するうえで、他市の整備状況の情報として有効）  

 リスクとして抽出されたものは、既存の防災計画のみで対応できるものにとどまらず、その

他分野でのリスクマネジメントは十分ではない。特定のリスクにどのような施策分野が関連

するかを整理することが重要。  

 対応不可能な課題が表面化する場合が想定されるので、都道府県レベルで域内自治体の情報

を集約、共有することで、県施策の施策立案の参考として扱われるべき。  

 

(2)ヒアリング結果からみる活用に向けた課題 

本研究で構築した指標及び評価手法は、自治体職員に概ね好意的に受け止められた。自治体に

とって重要な課題と認識されつつも具体的な評価手法がなかった指標について、統一的な評価方

法が示されることは、施策立案を行う自治体担当者に歓迎されていると言える。指標の算定結果

や既存統計でカバーされない調査結果は、自治体の総合計画や分野別計画の策定時に参考になる

こと、地域の将来像に関する合意形成の議論の端緒として活用できることなど、当初に想定して

いたような場面で機能する可能性が確認できた。一方で、指標が実際に活用されるためにはいく

つかの課題が見えてきた。指標体系の全体に関わる課題として主要な 2 点を以下に提起する。  

 第一に、一部自治体だけでなく全国の市町村または都道府県で一斉に評価し、結果を公表する

ことが必要である。自地域の現状把握を目的とした指標ではあっても、現在の状態が「よい」か

否かを判断するためには類似自治体の水準を参照したいというニーズは高い。共通指標について

は全国の市区町村が一斉にデータ整備を行い、その結果を共有できることが望ましい。  

 第二に、評価結果の表示方法を工夫する必要がある。特に社会関係資本の調査結果や地域内外

分別の結果表示には、ある程度詳細な解説を伴うことが求められる。自治体単独では解決できな

い、あるいは行政の関与が困難な課題も含まれることを十分に認識した上で評価結果が用いられ

るべきであり、そのための適切なガイドラインやファシリテートが必要である。  
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６．結論  

本研究では、地域の持続可能性を評価し、「環境・経済・社会の統合的向上」の実現を促す指標

とその算定手法の開発を行った。  

既存の持続可能な発展指標の多くはフローに着目しており、ストックに着目しているケースは

少ないが、Genuine Saving や Inclusive Wealth などフローの変化よりもストックの増減を計測する

方が持続可能性の観点からは有意義と考える指標開発の取組も進められつつある。ただし、

Genuine Saving と Inclusive Wealth は、資本間の代替性があると想定されているが、地域の具体的

な取り組みにつなげるためには、指標を統合化するのではなく、地域の個々のストックの状況を

把握できる指標体系が望ましい。また、ストックの指標だけでは、実際に「環境・経済・社会の

統合的向上」を果たしているかを把握することはできないため、その達成状況を把握することも

必要となる。以上から、地域における「環境・経済・社会の統合的向上」のための指標体系は、

(1)地域資源・ストックを把握・棚卸しするためのストック指標（ストック指標）、(2)地域目標の

達成状況把握のためのアウトカム指標（達成状態指標）、(3)個別の地域取組の実施と成果のモニ

タリングを行う進捗管理のための指標（モニタリング指標）の 3 つの指標群から構成されるもの

とし、(1)と(2)の指標開発を行った。その結果、ストック指標は、人的ストック、金融ストック、

人工ストック、自然ストック、社会関係ストックの 5 つの指標分野から構成されるものとした。

これらは計 17 の指標項目で把握されるものとし、16 の主指標と 19 の代理指標等を提示した。達

成状況指標群については、個人、社会、経済、環境の 4 つの指標分野で構成されるものとした。

これらは計 13 の指標項目で把握されるものとし、15 の主指標と 13 の代理指標等を提示した。ま

た、欧州の RACER クライテリアを修正した作成した新 RACER クライテリアを開発し、提案し

た指標の検証を行った。その結果、指標に用いるデータの整備が求められること、データ制約に

難点はあっても積極的に計測していくべき指標が存在すること、人的ストックや人工ストックの

分野におけるさらなる指標開発が求められることなどが示唆された。  

これらの指標について具体的な地域において適用を試行した。事例地域は、千葉県市原市、愛

媛県内子町、愛知県名古屋市、ドイツ・フライブルク市である。指標適用の結果、(a)既存統計資

料から問題なく得られるもの、(b)統計は存在するが市町村やその下の地区単位で集計されておら

ずデータが得られないもの、(c)市町村によって調査の有無に違いがあるもの（一部の市町村で独

自に調査しているもの）、(d)事例とした全ての地域でデータが存在せず統計もとられていないも

のがあった。(b)については地域単位での集計が、(c)(d)については統一された統計調査の実施が望

まれる。また、全国的な統計情報が存在し、かつ市町村ごとに集計されている指標について、全

国的なデータベースを作成した。このデータベースは、各指標を偏差値表示や分布図とすること

で、各指標の市町村間比較を行うことが可能である。さらに、市原市では指標の将来推計の可能

性を、内子町では地域固有指標の抽出方法を、名古屋市では区レベルでの適用可能性を、フライ

ブルク市では海外への適用可能性をそれぞれ検証した。  

社会関係ストックについては、既存統計がなく、住民へのアンケート調査が基本となる。そこ

で、従来の Putnam 型指標に Resource generator を加えた汎用的な調査票のひな形を作成した。

Resource generator のリソースリストと獲得リストは、持続可能な地域につながる社会関係資本の

効用という観点から、新たに作成した。このアンケート調査票を用いて、市原市、内子町、名古

屋市で試行し、性別や年齢、居住地域ごとの社会関係資本の差異を確認するとともに、Resource 
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generator の結果と達成状態指標の 1 つである地域への愛着と関係していることを明らかにした。 

地域の「環境・経済・社会の統合的向上」を議論するためには、国・地域を超えた連関構造を

意識し、地域内での直接的な影響だけでなく、地域外・地球全体への間接的な影響も考慮するこ

とが必要である。そこで、本研究では、開発した指標の地域内外分別を検討した。ただし、全て

の指標を地域内外に分けるのではなく、提示する指標のタイプを「気づき」の指標と「改善」の

指標に分けて、その要件や内外分別が必要な項目を抽出し、先述の事例地域において、自給率や

域外依存度の測定を行った。また、全国産業連関表や入れ子型地域産業連関表を用いて、内子町

と市原市の活動に伴う環境負荷や資源消費の地域内外分別を行う手法の開発を行った。これによ

り、他地域や地球全体への依存状況や影響が「見える化」された。  

さらに、地域の安全性・頑健性評価手法の開発を行った。本研究では、地域の安全性・頑健性

を「地域社会（個人、家庭、コミュニティ、政府など）が、“Shock”や“Stress”を予見し、その

影響に対して抵抗したり、それをうまく吸収・管理しながら、危機的な状況を乗り越える能力」

と定義した。その上で、地域の安全性・頑健性を評価するために(a)リスク評価・判定、(b)対応評

価、(c)ストック評価の 3 つの方法を提案し、(a)(b)については、内子町において試行を行った。そ

の結果、自らの地域の頑健性を評価することが可能であり、自治体政策の優先順位を検討する際

にもこの情報が有効であると考えられた。しかし、リスクや対応策のリスト化など手法の改良の

必要性が明らかとなったことから、共通のリスクリストを作成した。なお、(c)については、提案

しているストック指標をそのまま援用するものとした。  

最後に、以上のように開発した地域における「環境・経済・社会の統合的向上」評価指標およ

び測定手法について、その活用イメージを検討した。これらの指標・測定手法は、自治体の総合

計画、地域再生計画、環境基本計画、公共資産マネジメント計画、地方版総合戦略への活用が期

待される。具体的には、各種計画において、地域課題の把握、地域目標の設定、地域取り組みの

実施、取り組みのモニタリングに活用されることを見込んでいる。一方、自治体関係者へのヒア

リングでは、指標を提示するだけでなく、具体的な活用の方法や目標に応じた指標のパッケージ

ングまで期待されていたため、活用に向けた自治体職員向けのガイドラインの叩き台を作成した。

さらに、広く地域に普及させるためには、今回提案した指標・手法を使って、具体的な地域で実

際に各種計画を策定する試みを行っていくことが必要であると考える。  
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２．調査票等 

2.1 社会関係資本測定のためのアンケート調査票 
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2.2 安全性・頑健性評価のための評価手順書と評価シート 
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３．自治体向けガイドラインの叩き台 
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1.  本ガイドラインのねらい 

 

わたしたちは地域で生産し、地域で暮らしています。近年話題となっている「持続可能な社会」

の実現には、人々の生活の基盤である地域での持続可能な社会に向けた取り組みが必要となりま

す。このことをよく表すのが、「Think Globally, Act Locally」という言葉です。政府の第二次環境

基本計画でも、「地球全体の持続可能な発展を目指す取り組みは、地域の持続的発展を目指す取り

組みによって、はじめて成り立つ」としています。  

一方、わが国の地域をめぐる状況は、決して楽観視できるものではありません。高齢化や人口

減少、地域格差の拡大、財政危機など、地方の疲弊は深刻化しています。最近では、「地方消滅」

という言葉すら囁かれています。また、国・地方の厳しい財政状況や生産年齢人口の減少を考え

れば、右肩上がりを前提として、ヒト・モノ・カネをつぎ込み、経済発展を目指すような時代で

はありません。  

このような現状を踏まえるならば、持続可能な地域の実現は、地球全体にとっても、そして当

該地域にとっても非常に重要な政策テーマといえます。ただし、持続可能な地域への道筋は１つ

ではなく、万能薬もありません。それぞれの地域が、自らの現状を踏まえ、自分たちの特徴を理

解し、それを活かした取り組みを行っていくことが、持続可能な地域づくりなのです。そして、

「地域が今どんな状態にあるのか」、「何が地域の強み（弱み）か」、「目標達成に向けて活用可能

な資源としてはどのようなものがあるのか」などを把握することは、持続可能な地域づくりを進

める上で重要な第一歩です。  

本書は、それらを把握するための具体的な指標群とその収集（測定）方法を記したガイドライ

ンであり、実際に持続可能な地域づくりに携わる自治体や NPO 組織の関係者などを読者として

想定したものです。2 章の理論編では、持続可能な地域づくりのための指標群に関する理論的背

景を示しており、3 章の事例編では実際に指標を地域に適用した事例を示しています。このまま

2 章から読み進められても結構ですし、まず 3 章を読んだ上で 2 章を読まれても結構です。  

本書が、持続可能な地域づくりに携わる方々の助けとなれば幸いです。  
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2.  理論編 

 

2.1 持続可能な地域とは 

2.1.1 地域の持続可能性の分野 

持続可能性については、環境、経済、社会といういわゆる「トリプルボトムライン」が大分野

としてとりあげられることが多い状況でした。地域の持続可能性についても、環境、経済、社会

という 3 つの視点で捉えていくことは重要と考えられます。この大分野を細分化した分野につい

ては、これまでに通念的になっているものはありませんが、Tasaki et al. (2010)が 28 の国等が策定

した 1800 を超える持続可能な発展指標をレビューして 77 の分野を提示しています。この 77 の

分野のうち、多くの国が採用していた分野は、環境では「気候変動」「大気環境」「水質」「エコシ

ステム」、経済では「国の経済力」「資本と投資」「エネルギー使用」「運輸（輸送・交通）」「廃棄

物発生と処理」、社会では「労働」「死亡率・平均寿命・健康」「教育」「貧困と依存」で、これら

の分野は地域の持続可能性においても重要な分野だと考えられます。また、Atkisson（2008）は、

持続可能な発展の大分野を東西南北の方位になぞらえて、環境 (Ｎ=Nature)、個人 (Ｗ=human 

Welfare)、経済(Ｅ=Economy)、社会(Ｓ=Society)としています。トリプルボトムラインに「個人」

が加わっており、人々の個人的な生活を大切にするもので、人々への訴求力がある内容と考えら

れます。  

上記以外には、資本やストックに着目して持続可能性を把握しようという動きがあります。例

えば、世界銀行(World bank, 1997)の Genuine Saving や国連(UNU-IHDP and UNEP, 2012)の Inclusive 

Wealth、倉阪ら（2012）の持続部門などです。いずれも、注目している一人あたりの資本が時間

とともに減少していないことを持続可能な発展の条件として、社会経済の状況把握を行うもので

す。このような資本について、分類を行ったものに Ekins(1992)の分類があり、自然資本、人的資

本、人工物資本、社会資本という 4 つの資本が提示されています。同様の資本類型は、Meadows 

(1998)も指標体系に用いられており、自然資本を底辺に、人工物資本、人的資本、社会資本が積み

重なり、その上に、人々の幸福が積み上げられるというものです。  
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2.1.2 ストックを中心とした考え方 

これまでの経済運営は、国内総生産（GDP）に象徴されるように、経済活動のフローに着目し

た指標を中心に行われてきました。つまり、対前年度でどれだけ拡大したのかを量って、良い経

済活動の「ものさし」としてきたのです。これは、経済が成長する局面では適切な「ものさし」

でしたが、人口が減少局面にさしかかり、いかにして地域の経済の持続可能性を確保するのかが

課題になる局面、つまり、経済を持続させる局面では適切な「ものさし」とは言えません。  

 そこで、経済を持続させる局面では、経済活動のフローに着目した「ものさし」を使った経済

運営に切り替えていく必要があります。つまり、経済活動を支えるさまざまな資本ストックの量

を測って、適切かつ健全な各種の資本ストックが将来にわたって確保されることを、良い経済活

動の「ものさし」としていくことが必要となります。  

 政府の「環境基本計画」においても、ストックに着目する考え方が立ち現れてきています。2012

年に策定された第四次環境基本計画においては、持続可能性を確保するために「エネルギー、資

源、食料の持続可能な利用の下で環境、経済、社会を統合的に向上させる」という方向性が示さ

れ、その一環として、「自然により形成されてきたストック、人工的に整備されてきたストックの

いずれについても適切に管理していくための仕組みを構築していく必要がある」と述べられてい

ます。「ストックとしての国土の価値の増大」という問題意識は、2006 年の第三次環境基本計画

から立ち現れてきたもので、環境政策の新しい方向性を形作るものと言えます。  

 このような資本ストックには、おもに５つの種類があります。第一に、人的資本（ひとストッ

ク）です。地域を支える人が将来にわたって確保されなければなりません。第二に、人工資本（も

のストック）です。建物や、道路、管路などのインフラストラクチャーが適切に確保される必要

があります。第三に、自然資本（しぜんストック）です。農地、林地、再生可能エネルギーなど、

地域の自然の恵みが将来にわたって活用される必要があります。第四に、社会関係資本（しくみ

ストック）です。地域で培われた助け合いの風土、他人を思いやり、信頼する豊かな人間関係が

将来にわたって維持される必要があります。また、地域における課題に対処するための能力を量

る観点からは、財政的な各種基金の額や民間での貯蓄額といった、金融資本（おかねストック）

も勘案する必要があります。  

これらの資本ストック量は、地域によって大きく異なる可能性があります。人口減少が著しい

地域もあるし、人口増が続いている地域も残っています。地域によってストックのメンテナンス

の課題が異なります。このため、資本ストックを将来にわたって維持するという課題は、地域の

実情を理解し、住民のニーズや地域風土の状況をもっともよく把握できる地方自治体によって主

体的に担われることが必要です。  

倉阪ら（2012）では、ストックのメンテナンスを行う経済部門を総称して「持続部門」と呼び、

生産フローの拡大を目指す経済部門を総称して「成長部門」と呼んでいます。「持続部門」は、地

域の風土や住まい方に応じて、ずっと住み続けられるサービスを提供する経済部門といえます。

「持続部門」は、工場生産のように規模の経済を働かせることができません。ローカルで労働集

約的な経済部門といえます。一方、「成長部門」は、国内市場のみならず、世界市場を相手にして、

そこでの競争力を維持して、外貨を稼ぐ経済部門といえます。工場生産を中心とし、資源集約的

な経済部門です。  

モノの生産・販売は地方自治体の区域を越えて行われること、世界市場での競争力を確保する
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必要があること、化石燃料、鉱物資源などを安定的に輸入する必要があることなどから「成長部

門」は国によって育成される必要があります。一方、経済を支える資本ストックの状況は、ロー

カルに異なるため、そのメンテナンスを行う経済部門である「持続部門」を育成するための政策

は、主に地方自治体によって行われなければなりません（図 2-1）。  

 

 

図 2-1 国と地方の経済政策上の役割分担 
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2.1.3 地域外への影響の考慮の必要性 

ところで、地域が持続可能であるためには、地域の中だけを見ていればよいのでしょうか。答

えは NO です。ボーダレスが進む現代社会においては、地域の活動の影響範囲が拡張され、かつ

多様化しています。例えば、わたしたちの食生活を考えても、居住する地域から得られたものは

ごく僅かであり、その大半を他の地域や国外に依存しています。つまり、自分たちの地域には問

題がなくても、他の地域で何か問題が起これば、たちまち持続可能でない状態になることがある

という事です。また、他の地域への依存状態によって、ある地域における経済活動が他の地域に

おいて正負の影響を誘発し、さらに他の地域や将来世代に影響を及ぼす可能性があります。例え

ば、地域内の環境への負荷が少なくても、それが他の地域で膨大な環境を出している場合、それ

を持続可能な地域と呼ぶことができるでしょうか。  

では、地域が持続可能であるためには、すべてを地域内でまかなう（地産地消）すべきなので

しょうか。これも答えは NO です。地域が外部に依存するものは、エネルギー・資源・食糧・製

品・情報などあらゆるものです。それをすべて地産地消とすることはそもそも不可能ですし、エ

ネルギー的にも、コスト的にも、環境的にも、非効率となり、かえって地域の持続可能性を脅か

すことになります。  

大切なことは、わたしたちの住む地域が、他の地域に支えられていることに「気づく」ことで

す。そうしたことに気づき、他の地域に迷惑をかけているのであれば、それをどのように改善し

ていくかをを考えることで、持続可能な地域づくりの取り組みは、地域を越えた持続可能な社会

づくりへと発展していくのです。  
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2.2 持続可能な地域づくりのための指標群と体系  

2.2.1 指標体系  

持続可能な地域づくりのための指標体系は、(1)地域資源・ストックを把握・棚卸しするための

ストック指標、(2)地域目標の達成状況把握のためのアウトカム指標、(3)個別の地域取組の実施と

成果のモニタリングを行う進捗管理のための指標の 3 つの指標群から構成されるものと、ここで

は考えています。本ガイドラインでは(1)と(2)の指標体系を提示します。  

指標体系を図 2-2 に示します。地域の持続可能な地域づくりと関わりの深い既存の環境指標、

持続可能性指標、幸福度指標を調べてみますと、(1)発展における良き状態を計測して発展の進捗

状況を把握する指標と、(2)発展のための基盤となるもの（資本やストックなど）を計測してそれ

らを維持・継続的に活用しようとする指標とに大別することができます。図 2-2 の指標体系はそ

れらの両方を把握しようとするものです。つまり、(2)のストックを用いて地域での人間活動が生

み出され、その人間活動によって(1)のある状態の達成が図られるという関係が想定されていて、

その両者を的確に把握することをねらいとしています。  

 

 

図 2-2 地域の持続可能性を計測する指標体系とその分野 

 

(1)と(2)のそれぞれの分野は 2.1.1 で述べた分野をふまえて設定がされています。(1)の達成状態

の分野としては個人、社会、経済、環境の 4 つからなる（Human well-being（人々の良き状態）と

Planetary well-being（地球の良き状態）という二大分野は併記）ものとされ、個人については生活

の質（健康など）、人生の質（選択機会、能力開発など）、貧困、ワークライフバランスの 4 項目

が、社会については安全、ローカルコミュニティ、対応力（社会参加、共助など）の 3 項目が、
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経済については経済活性（生産性、購買力など）、雇用、安定した経済（均衡）の 3 項目が、環境

については資源・ごみ、エネルギー・気候変動、生態系・環境質の 3 項目がそれぞれ設定されて

います。  

(2)の生み出す要素としてのストックについては、4 つの資本のうち人工ストックと金融ストッ

クを明確に分けることとし、人的ストック、金融ストック、人工ストック、自然ストックと社会

関係ストックの 5 つを指標分野としています。最初の 4 つのストックは目に見えるストックです

が、社会関係ストックは目に見えないストックであるため、他のストックと若干性格が異なりま

す。目に見えるストックが存在していても社会関係ストックが少ないと、目に見えるストックを

地域での活動に使いこなせないことがありえるので、図 2-2 では社会関係ストックを他のストッ

クの右側に記載しています。人的ストックについては人材（人口、知識、経験）、教育、医療・

福祉の 3 項目が、金融ストックについては私的資産と公的資産の 2 項目が、人工ストックには建

物（住宅、公共施設）と構造物（道路、ライフライン、公共交通）の 2 項目が、自然ストックに

ついてはエネルギー、食料、森林、水、土地の 5 項目が、社会関係ストックについては信頼、規

範、ネットワーク（互助・共助）、参加・互助の 4 項目がそれぞれ設定されています。  
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2.2.2 ストック指標群 

ストック指標群は、人的ストック、金融ストック、人工ストック、自然ストック、社会関係ス

トックの 5 つの指標分野から構成されるものとしています。これらは計 17 の指標項目で把握さ

れるものとし、16 の主指標と 19 の代理指標等を提示しています。（表 2-1）  

 

表 2-1 提示するストック指標群 

分野 項目 指標 代理指標・補助指標 

人的 

人材（人口、知識、経験） 人口 昼夜間人口比率 

教育 － 

1 人あたり教員数 

公立小中学校児童・生徒数 

公立小中学校教員数 

医療・福祉 － 
1 人あたり介護施設数 

1 人あたり保育施設数 

金融 

私的資産 貯蓄額   

公的資産 税収・基金 

財政力指数 

投資額 

公債費率 

人工 

建物（住宅、公共施設） 建築物延床面積   

構造物（道路、ライフライン、

公共交通） 

道路延長 

管路延長 
  

自然 

エネルギー 再生可能エネルギー利用可能量   

食料 農（水）産物生産量 経営農地面積 

森林 森林蓄積量 森林面積 

水 水資源量 集水面積 

土地 バイオキャパシティ 可住地面積 

社会 

関係 

ネットワーク（互助・共助） リソースジェネレータ獲得数 友人数 

規範 人々の規範意識を示す指標 
社会的ルールの徹底度（分別

など） 

社会参加 社会参加率 

活動参加度 

社会問題への支払意思額 

投票率 

信頼 一般的な信頼度   

文化・伝統 地域の文化伝統を示す指標 文化遺産の数 
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2.2.3 達成状態指標 

達成状況指標群については、個人、社会、経済、環境の 4 つの指標分野で構成されるものとし

ています。これらは計 13 の指標項目で泊されるものとし、15 の主指標と 13 の代理指標等を提示

しています。（表 2-2）  

 

表 2-2 提示する達成状態指標群 

分野 項目 指標 代理指標・補助指標 

個人 

生活の質（安心、健康など） 健康寿命 平均寿命 

人生の質（選択機会、能力発

揮など） 

自分の能力が活かされている

と感じている人の割合 
高等教育を受ける人の割合 

貧困 相対的貧困率 ジニ係数 

ワークライフバランス 自由時間   

社会 

安全 安全性を示す指標 
犯罪件数 

自然死でない人の割合 

ローカルコミュニティ 
地域への愛着度 

地域の一体感 

地縁組織参加度（組織数、加

入率） 

対応力（社会参加、共助など） 社会参加度を示す指標 
地方選挙の投票率 

ボランティア参加度 

経済 

経済の活性化（生産性、購買

力など） 
経済活動量を示す指標 

1 人あたり GRP 

課税対象所得平均 

雇用 就業率   

安定した経済（均衡） 経済の安定度を示す指標 消費者物価指数 

環境 

資源・ごみ 資源投入量 最終処分量 

エネルギー・気候変動 再生可能エネルギー利用率 GHG 排出量 

生態系・環境質 
生物多様性指標 

環境基準達成度 
  

 

ここで「・・・を示す指標」とありますが、これらについては具体的な指標が定まっていない

ものです。本来計測すべき指標を提示することは、仮にそれが現時点で計測できるものではなく

ても重要であると考えられるようになってきていますので、このような指標を示すことで将来の

指標開発につながることを期待するものです。現段階では、地域における関心事等に応じて、指

標が選定されることを想定しています。 
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3. 事例編 

 

3.1 指標データの収集方法 

3.1.1 既存統計の利用 

(1)ストック指標と既存統計 

ここからは、2 章で示した指標について、実際の自治体において適用した事例を紹介していき

ます。ストックに着目した経済運営を進めるためには、まず、これらの資本ストックがどのくら

い存在するのかを把握する必要があります。これを、「資本ストックのたなおろし」と呼びます。

多くの資本ストックの量が、既存の統計資料を用いることによって把握することができます。  

統計データで把握できる資本ストック項目としては、表 3-1 に掲げる項目があります。  

 

表 3-1 市町村比較統計項目 

分野 項目 指標 代理指標・補助指標 市町村比較統計 

人的 

人材（人口、

知識、経験） 
人口 昼夜間人口比率 

指標 1-1 15-64 歳人口／全人口 

指標 1-2 自市区町村で従業している就業者数／15-

64 歳人口 

保育・教育 － 

1 人あたり保育施設数

1 人あたり教員数 

公立小中学校児童・生

徒数 

公立小中学校教員数 

指標 2-1-1 幼稚園・保育所在籍者数／0-5 歳人口

指標 2-1-2 小学校児童数／6-11 歳人口 

指標 2-1-3 中学校生徒数／12-14 歳人口 

指標 2-2-1 小学校教員数／小学校児童数 

指標 2-2-2 中学校教員数／中学校生徒数 

医療・福祉 － 

1 人あたり医療施設数

1 人あたり介護施設数

 

指標 3-1-1 一人当たり医療費（円） 

指標 3-1-2 病院・一般診療所病床数合計／人口 

指標 3-1-3 医療施設医師数／人口 

指標 3-2-1 要介護認定者数／65 歳以上人口 

指標 3-2-2 要介護者認定者の必要介護レベル 

指標 3-2-3 養護･介護老人ホーム等定員数合計／

要介護認定者数 

金融 

私的資産 貯蓄額  指標 4-1 課税対象所得 

公的資産 税収・基金 

財政力指数 

投資額 

公債費率 

指標 4-2 財政力指数 

指標 4-3 経常収支比率 

指標 4-4 実質公債費比率 

人工 

建物（住宅、

公共施設） 

建築物延床

面積 
  

指標 5-1 公有財産建物総面積／人口 

指標 5-2 住宅総数／人口 

指標 5-3 平均住宅年齢 

構造物（道

路、ライフラ

イン、公共

交通） 

道路延長 

管路延長 
  

指標 5-4 道路延長／人口 

指標 5-5 一般廃棄物最終処分場残余容量／人口 

自然 

エネルギー 

再生可能エ

ネルギー利

用可能量 

  
指標 6-1 再生可能エネルギー生産量／地域的エネ

ルギー需要量 

食料 
農（水）産物

生産量 
経営農地面積 

指標 6-2-1 耕地面積／人口 

指標 6-2-2 耕作放棄地面積／耕地面積 

指標 6-3 地域的食糧自給率 

森林 森林蓄積量 森林面積 指標 6-4 林野面積／人口 

水 水資源量 集水面積 － 

土地 
バイオキャパ

シティ 
可住地面積 指標 6-5 可住地面積／人口 
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指標群 1 は、人材についての指標です。本指標は、労働対象年齢である 15 歳～64 歳人口の全

人口に占める割合（指標 1-1）と、自市町村で従業している就業者数が当該人口に占める割合（指

標 1-2）からなります。ともに、国勢調査報告から入手可能です。  

指標群 2 は、保育・教育についての指標です。本指標は、幼稚園・保育園在籍者数が保育対象

年齢である 0-5 歳人口に占める割合（指標 2-1-1）、小中学校の児童数・生徒数が各対象人口に占

める割合（指標 2-1-2 から指標 2-1-3）、小中学校の教員数が児童数に占める割合（指標 2-2-1 及び

2-2-2）からなります。幼稚園、小中学校関係データは、学校基本調査  から、保育所在所児数は保

育所入所待機児童数調査  から、それぞれ入手可能です。  

指標群 3 は、医療・介護についての指標です。本指標は、一人当たり医療費（指標 3-1-1）、一

人当たり病院・一般診療所病床数（指標 3-1-2）、一人当たり医療施設医師数（指標 3-1-3）、要介

護認定者数が 65 歳以上人口に占める割合（指標 3-2-1）、要介護者認定者の必要介護レベル（指標

3-2-2）、養護･介護老人ホーム等定員数が要介護認定者数に占める割合（指標 3-2-3）からなりま

す。一人当たり医療費は、厚生労働省が毎年行っている医療費の地域差分析  からデータを入手可

能です。また、病院病床数と一般診療所病床数は医療施設調査  から、医療施設医師数は医師・歯

科医師・薬剤師調査  からそれぞれ入手可能です。さらに、要支援認定者数、各レベルの要介護認

定者数は、独立行政法人福祉医療機構の wamnet から、養護老人ホーム定員数は社会福祉施設等

調査  から、介護老人福祉施設定員数は介護サービス施設・事業所調査  から、軽費老人ホームと

有料老人ホーム定員数は社会福祉施設等調査  からそれぞれ入手できます。なお、要介護者認定者

の必要介護レベルについては、要介護度別の人口を区分支給限度基準額でウェイトを掛けて集計

した値としています。この値が、大きければ、その地域の介護必要度が大きいということになり

ます。  

指標群 4 は、金融ストックについての指標です。私的資産についての市町村別データを入手す

ることは困難であり、代理指標として、課税対象所得（指標 4-1）を選定ました。また、公的資産

については、総務省の地方財政状況調査関連資料1から、財政力指数（指標 4-2）、経常収支比率（指

標 4-3）、実質公債費比率（指標 4-4）を選定しました。  

ここで、財政力指数とは、「地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需

要額で除して得た数値の過去 3 年間の平均値」であり、財政力指数が高いほど、留保財源が大き

く、財源に余裕があるといえます。また、経常収支比率とは、「地方税、普通交付税のように使途

が特定されておらず、毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件費、扶

助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当されたものが占める

割合」であり、この比率が高いほど予算の自由度が少ないこととなります。さらに、実質公債費

比率とは、「当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政

規模に対する比率の過去３年間の平均値で、借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大

きさを指標化し、資金繰りの程度を表す指標のこと」である。この比率が高いほど資金繰りが悪

いこととなります。なお、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における早期健全化基準

は 25％、財政再生基準は 35％となっています2。  

                                                           
1 http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/H25_chiho.html 
2 総務省「指標の説明」http://www.soumu.go.jp/main_content/000327703.pdf 
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指標群 5 は、人工ストックに関する指標です。人工ストックは建築物と構造物に分かれますが、

建築物の指標は、公有財産建物総面積／人口（指標 5-1）と住宅総数／人口（指標 5-2）、平均住宅

年齢（指標 5-3）からなります。公有財産建物総面積は、総務省の地方財政状況調査関連資料の公

共施設状況調経年比較表3から入手可能です。住宅総数については、土地住宅統計調査4から入手

可能です。平均住宅年齢は、土地・住宅統計調査の建造年別（8 区分）表から試算することがで

きる。また、構造物の指標としては、道路延長／人口（指標 5-4）と一般廃棄物最終処分場残余容

量／人口（指標 5-5）を選定しました。道路延長についても、総務省の地方財政状況調査関連資料

の公共施設状況調経年比較表5から入手可能です。一般廃棄物最終処分場残余容量については、環

境省の廃棄物処理技術情報の施設整備状況6から入手可能です。なお、管路延長のうち上下水道管

路延長や、橋りょう数、トンネル数などの項目については、市町村レベルではデータを入手する

ことができるため、これらの項目を追加することも検討する必要があります。  

指標群 6 は自然ストックに関する指標です。エネルギーの項目については、ストック指標であ

る再生可能エネルギーの賦存量を市町村別に推計したデータは入手できていません。このため、

代理指標として、再生可能エネルギー生産量を地域的エネルギー需要量で除した値を採用するこ

ととしました（指標 6-1）。この値は、地域的エネルギー自給率として、本研究グループのうち倉

阪が特定非営利法人環境エネルギー政策研究所と共同して実施している「永続地帯研究」におい

て算出、公表されています7。また、食料については、耕地面積／人口（指標 6-2-1）と耕作放棄地

面積が耕地面積に占める割合（指標 6-2-2）、地域的食糧自給率（指標 6-3）の指標を市町村別に把

握しました。耕地面積と耕作放棄地面積は世界農林業センサス8から入手可能です。地域的食料自

給率は「永続地帯研究」の一環として全市町村について試算されています9。さらに、森林につい

ては、林野面積／人口（指標 6-4）、土地については、可住地面積／人口（指標 6-5）を選定しまし

た。林野面積は、2010 年世界農林業センサスから、可住地面積は、統計で見る市町村のすがた10

からそれぞれ入手可能です。  

 

(2) 名古屋市の事例 

指標体系・指標群の適用のために、2 章で示した指標について名古屋市のデータを調査しまし

た。その結果を表 3-2～表 3-5 に示します。出典のうち、作成者の記載がないものは名古屋市か

ら提供されているものです。  

今回、2 章で示した指標と表し方が違うデータや、指標の定義等が曖昧で他自治体との比較が

困難と考えられるデータ、指標を得られなかったものの代替となりうるデータを、補助指標とし

て提示しています。  

                                                           
3 http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/ 
4 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001025163 
5 http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/ 
6 http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/h24/index.html 
7 http://sustainable-zone.org/ 
8 http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2010/dai2kan.htm 
9 http://sustainable-zone.org/ 
10 http://www.e-

stat.go.jp/SG1/estat/GL08020103.do?_toGL08020103_&tclassID=000001053740&cycleCode=0&request
Sender=estat 
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＜データの探し方＞  

今回得られたデータは名古屋市役所作成の「統計なごや web 版」を端緒として、「名古屋市総

合計画 2018」、名古屋市市民情報センターでの調査を中心に収集しました。一部のデータは、名

古屋市総務局・環境局等関係部署等関係すると考えられる部署への問い合わせや、国を含む名古

屋市以外による統計等から入手しました。  

 

・ 名古屋市による統計  

 名古屋市へ共通指標を適用・施行した結果、得られたもののうち名古屋市作成による統

計名および作成者を表 3-6 に示しました。  

名古屋市の統計データは量的データを中心に名古屋市の web サイトに「統計なごや web

版11」として整理された状態で提供されています。名古屋市が行っている統計の多くが印

刷物の資料を pdf 化したものが web サイトに掲載されていました。「統計なごや web 版」

や市民情報センターで得られなかった資料は担当部署の web サイトを確認したり、個別に

問い合わせをしたりしました。  

名古屋市の質的データは市が実施したアンケート結果から引用しました。名古屋市で

は、毎年継続的に実施し平成 26 年度に第 53 回となった「市政世論調査」や、特定の施策

に関して年 5 回程度実施している「市政アンケート」等さまざまなアンケートがありま

す。また、名古屋市を含め、多くの市では総合計画を策定する際にもアンケートを実施し

ます。それらのものを参考にして、指標に該当するデータを探します。ただ、名古屋市の

職員によれば他の部署がどのようなアンケートを実施しているか互いに把握しておらず、

一元的に管理されていない状態であることがわかり、自治体で行われているアンケートを

漏れなく把握するのは困難と思われます。  

 

・ 名古屋市以外による統計  

名古屋市へ共通指標を適用・施行した結果、得られたもののうち名古屋市以外が作成し

た統計名および作成者を表 3-7 に示しました。すべて各作成者の web サイトより入手しま

した。また、国による統計のうち「国勢調査」、「統計でみる市町村のすがた 2014」、「平成

22 年基準 消費者物価指数」、「教育調査統計」は「政府統計の総合窓口(e-stat)」より入手

することができました。このうち、「平成 22 年基準 消費者物価指数」はすべての自治体

が対象となっておらず、市レベルでは県庁所在地の市のみが入手可能となっています。  

「大都市比較統計年表」は政令指定都市および東京都 23 区の基本的な統計資料を比較

するために、大都市統計協議会により毎年編集されているものです。横浜市により公開さ

れています。  

 

 

 

                                                           
11 「統計なごや web 版」名古屋市による統計資料のポータルサイト。

http://www.city.nagoya.jp/shisei/category/67-5-0-0-0-0-0-0-0-0.html 
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表 3-2 名古屋市における指標データと指標値一覧(ストック指標 その 1) 

 

種類 1：指標、2：代理指標、3：補助指標

分
野

項
目

指
標

種
類

指
標

名
時

点
値

単
位

出
典

人
口

1
人

口
2
0
1
4

2
,2

7
6
,1

3
0

人
「
毎

月
の

人
口

(推
計

人
口

)」

昼
夜

間
人

口
比

率
2

昼
夜

間
人

口
比

率
2
0
1
0

1
1
3
.5

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

公
立

小
学

校
1
人

あ
た

り
教

員
数

2
0
1
4

0
.0

5
6

公
立

中
学

校
1
人

あ
た

り
教

員
数

2
0
1
4

0
.0

6
2

公
立

小
学

校
児

童
数

2
0
1
4

1
1
0
,8

2
2

人

公
立

中
学

校
生

徒
数

2
0
1
4

5
2
,2

1
7

人

公
立

小
学

校
教

員
数

2
0
1
4

6
,1

5
2

人

公
立

中
学

校
教

員
数

2
0
1
4

3
,2

3
5

人

1
人

あ
た

り
介

護
施

設
数

1
0
万

人
あ

た
り

介
護

施
設

数
2
0
1
4

1
8
.9

「
な

ご
や

の
健

康
福

祉
2
0
1
3
-
主

な
施

設
一

覧
-
」

1
人

あ
た

り
保

育
施

設
数

千
人

あ
た

り
保

育
施

設
数

2
0
1
4

4
.6

「
名

古
屋

市
内

の
認

可
保

育
所

一
覧

」
、

「
市

内
幼

稚
園

一
覧

」

私
的

資
産

貯
蓄

額
1

× 市
税

収
入

2
0
1
3

4
,8

8
0

億
円

公
債

償
還

基
金

2
0
1
2

2
,0

1
3

億
円

財
政

力
指

数
財

政
力

指
数

(3
ヵ

年
平

均
)

2
0
1
3

0
.9

8
3

投
資

額
投

資
的

経
費

2
0
1
3

7
5
5

億
円

公
債

費
率

実
質

公
債

費
比

率
(3

ヵ
年

平
均

)
2
0
1
2

1
2
.1

%

建
築

物
延

床
面

積
1

一
住

宅
あ

た
り

の
延

床
面

積
2
0
0
8

7
8
.0

4
m

2
総

務
省

「
統

計
で

見
る

市
町

村
の

す
が

た
2
0
1
4
」

建
物

総
数

　
棟

数
2
0
1
3

6
1
0
,2

0
5

棟

建
物

総
数

　
床

面
積

2
0
1
3

1
3
4
,7

8
5
,1

5
4

m
2

棟
数

2
0
1
3

5
8
1
,5

7
4

棟

床
面

積
2
0
1
3

1
3
3
,5

3
6
,6

2
6

m
2

道
路

延
長

1
道

路
延

長
2
0
1
1

6
,3

6
9
,1

2
8

m
「
道

路
統

計
」

上
水

道
管

路
延

長
2
0
1
4

7
,6

6
8
,0

0
0

m

下
水

道
管

路
延

長
2
0
1
4

7
,7

5
0
,0

0
0

m

構
造

物
（
道

路
・

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

・
公

共
交

通
）

人
的

金
融

人
工

人
材

（
人

口
、

知
識

、
経

験
）

教
育

医
療

・
福

祉

公
的

資
産

建
物

（
住

宅
、

公
共

施
設

）

文
科

省
「
教

育
調

査
統

計
」

「
名

古
屋

市
の

財
政

状
況

」

横
浜

市
政

策
局

統
計

情
報

課
「
大

都
市

比
較

統
計

年
表

」

上
下

水
道

局
問

い
合

わ
せ

公
立

小
中

学
校

児
童

数
・
生

徒
数

公
立

小
中

学
校

教
員

数

税
収

・
基

金

管
路

延
長

1
人

あ
た

り
教

員
数

3 1

課
税

家
屋

免
税

点
以

上
の

家
屋

総
数

2 2 1 2

建
物

総
数
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表 3-3 名古屋市における指標データと指標値一覧(ストック指標 その 2) 

 
種類 1：指標、2：代理指標、3：補助指標 

分
野

項
目

指
標

種
類

指
標

名
時

点
値

単
位

出
典

太
陽

光
　

利
用

可
能

規
模

2
0
1
1

3
,4

8
0
,0

0
0

kW
太

陽
熱

　
利

用
可

能
規

模
2
0
1
1

2
3
2
,2

2
4

G
J

そ
の

他
の

熱
(工

場
排

熱
、

下
水

熱
等

)
利

用
可

能
規

模
2
0
1
1

9
8
0
,0

0
0

G
J

バ
イ

オ
マ

ス
　

利
用

可
能

規
模

2
0
1
1

6
1
2
,0

0
0

G
J

水
稲

作
付

面
積

H
2
5
産

4
9
3

h
a

水
稲

収
穫

量
H

2
5
産

2
,5

8
0

t
大

豆
　

作
付

面
積

H
2
4
産

5
6
2

h
a

大
豆

　
収

穫
量

H
2
4
産

9
7
8

t
経

営
農

地
面

積
2

経
営

農
地

面
積

2
0
1
0

1
,0

5
4

h
a

農
水

省
「
農

林
業

セ
ン

サ
ス

」
田

(免
税

点
以

上
の

土
地

)　
面

積
3

田
(免

税
点

以
上

の
土

地
)　

面
積

2
0
1
3

6
2
4

h
a

畑
(免

税
点

以
上

の
土

地
)　

面
積

3
畑

(目
税

点
以

上
の

土
地

)　
面

積
2
0
1
3

6
5
4

h
a

森
林

蓄
積

量
1

立
木

地
(総

数
)

2
0
1
4

7
4
,2

2
4

m
3

愛
知

県
「
愛

知
県

林
業

書
」

森
林

面
積

2
現

況
森

林
面

積
2
0
1
0

1
,1

4
0

h
a

農
水

省
「
農

林
業

セ
ン

サ
ス

」
水

資
源

量
1

×
集

水
面

積
2

× 一
級

河
川

2
0
1
4

1
6

河
川

二
級

河
川

2
0
1
4

1
4

河
川

準
用

河
川

2
0
1
4

2
7

河
川

バ
イ

オ
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
1

×
可

住
地

面
積

2
可

住
地

面
積

2
0
1
2

3
1
5
.0

3
k㎡

総
面

積
3

総
面

積
2
0
1
2

3
2
6
.4

3
k㎡

リ
ソ

ー
ス

ジ
ェ

ネ
レ

ー
タ

獲
得

数
1

●
友

人
数

2
●

人
々

の
規

範
意

識
を

示
す

指
標

1
×

社
会

的
ル

ー
ル

の
徹

底
度

（
分

別
な

ど
）

2
×

社
会

参
加

率
1

×
活

動
参

加
度

2
×

社
会

問
題

へ
の

支
払

意
思

額
2

× 名
古

屋
市

長
選

挙
2
0
1
3

3
9
.3

5
%

愛
知

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
2
0
1
1

3
2
.7

1
%

名
古

屋
市

議
会

議
員

一
般

選
挙

2
0
1
1

4
3
.9

6
%

信
頼

一
般

的
な

信
頼

度
1

× 名
古

屋
独

自
の

魅
力

や
文

化
で

自
信

を
持

っ
て

紹
介

で
き

る
も

の
が

あ
る

市
民

の
割

合
2
0
1
3

7
0
.9

%

市
の

文
化

施
設

の
利

用
率

2
0
1
3

8
4
.9

%
有

形
文

化
財

2
0
1
4

2
5
9

国
指

定
文

化
財

2
0
1
4

1
3
3

県
指

定
文

化
財

2
0
1
4

1
0
7

市
指

定
文

化
財

2
0
1
4

1
2
0

総
務

省
「
統

計
で

見
る

市
町

村
の

す
が

た
2
0
1
4
」

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

可
能

量
1

「
環

境
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

問
題

対
策

特
別

委
員

会
説

明
資

料
」

食
料

（
農

業
・
水

産
業

）

農
（
水

）
産

物
生

産
量

1
東

海
農

政
局

統
計

部
統

計
企

画
課

「
第

6
0
次

東
海

農
林

水
産

統
計

年
報

」

横
浜

市
政

策
局

統
計

情
報

課
「
大

都
市

比
較

統
計

年
表

」

社
会

関
係

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

（
互

助
・
共

助
）

規
範

社
会

参
加

投
票

率
「
過

去
の

選
挙

結
果

」

文
化

・
伝

統

地
域

の
文

化
伝

統
を

示
す

指
標

1
「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

2
4
7

文
化

遺
産

の
数

2
「
指

定
文

化
財

等
目

録
一

覧
」

2

森
林

水
水

資
源

量
3

「
名

古
屋

市
内

を
流

れ
る

河
川

」

土
地
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表 3-4 名古屋市における指標データと指標値一覧(達成状態指標 その 1) 

 

種類 1：指標、2：代理指標、3：補助指標 

分
野

項
目

指
標

種
類

指
標

名
時

点
値

単
位

出
典

健
康

寿
命

(男
性

)
2
0
1
2

7
8
.3

年

健
康

寿
命

(女
性

)
2
0
1
2

8
2
.9

年

0
歳

時
平

均
余

命
（
男

性
）

2
0
1
2

7
9
.6

歳

0
歳

時
平

均
余

命
（
女

性
）

2
0
1
2

8
6
.3

歳

介
護

保
険

認
定

者
数

3
要

介
護

等
被

保
険

者
数

2
0
1
2

5
0
2
,6

7
8

人
「
事

業
概

要
　

平
成

2
4
年

度
統

計
」
(要

介
護

1
-
5
、

支
援

1
・
2
)

自
分

の
能

力
が

活
か

さ
れ

て
い

る
と

感
じ

て
い

る
人

の
割

合
1

学
ん

だ
成

果
を

社
会

に
生

か
し

て
い

る
と

実
感

し
て

い
る

市
民

の
割

合
2
0
1
3

2
6
.9

%
「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

1
3
1

2
0
1
4

6
0
.3

%
文

科
省

「
学

校
基

本
調

査
」

2
0
1
0

3
2
.6

%
総

務
省

「
国

勢
調

査
」
か

ら
算

出
（
最

終
卒

業
学

校
=
「
短

大
・
高

専
」
「
大

学
・
大

学
院

」
／

「
総

数
（
教

育
）
」
）

相
対

的
貧

困
率

1
×

ジ
ニ

係
数

2
× 生

活
保

護
世

帯
数

(年
間

総
数

)
2
0
1
2

4
4
2
,6

6
8

世
帯

数
「
生

活
保

護
統

計
　

平
成

2
4
年

度
」
p.

2

生
活

保
護

人
員

(年
間

総
数

)
2
0
1
2

5
7
7
,2

7
0

人
「
生

活
保

護
統

計
　

平
成

2
4
年

度
」
p.

3

自
由

時
間

1
×

自
由

に
使

え
る

時
間

3
仕

事
と

生
活

の
バ

ラ
ン

ス
が

希
望

ど
お

り
で

あ
る

と
思

う
市

民
の

割
合

2
0
1
3

3
4
.5

%
「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

1
2
7

安
全

性
を

示
す

指
標

1
犯

罪
が

な
く

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

と
思

う
市

民
の

割
合

2
0
1
3

6
3
.2

%
「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

1
6
5

犯
罪

件
数

2
本

部
重

点
犯

罪
(1

0
犯

罪
)認

知
件

数
2
0
1
3

2
1
,6

1
2

件
愛

知
県

警
察

刑
事

総
務

課
統

計
係

「
犯

罪
統

計
書

　
平

成
2
5
年

」
p.

7
6

自
然

死
で

な
い

人
の

割
合

2
自

然
死

で
な

い
人

の
割

合
2
0
1
2

5
.2

%
「
平

成
2
4
年

版
　

名
古

屋
市

健
康

福
祉

年
報

＜
人

口
動

態
統

計
編

＞
」
表

5
-
6
　

(「
不

慮
の

事
故

」
＋

「
自

殺
」
/
総

数
)

交
通

事
故

に
よ

る
死

者
3

年
間

交
通

事
故

死
者

数
2
0
1
3

4
8

人
「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

1
6
5

地
域

へ
の

愛
着

度
1

名
古

屋
に

「
自

分
の

ま
ち

」
と

し
て

の
「
愛

着
」
を

感
じ

て
い

る
市

民
の

割
合

2
0
1
4

8
2
.0

%
「
第

5
3
回

市
政

世
論

調
査

(速
報

版
)」

p.
3
4

地
域

の
一

体
感

1
地

域
の

住
民

に
よ

る
ま

ち
づ

く
り

が
活

発
に

行
わ

れ
て

い
る

と
思

う
市

民
の

割
合

2
0
1
3

3
0
.5

%
「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

2
8
9

地
縁

組
織

参
加

度
（
組

織
数

、
加

入
率

）
2

町
内

会
推

計
加

入
率

2
0
1
2

7
9
.4

%
「
平

成
2
5
年

度
版

生
活

環
境

指
標

」

社
会

参
加

度
を

示
す

指
標

1
× 名

古
屋

市
長

選
挙

2
0
1
3

3
9
.3

5
%

愛
知

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
2
0
1
1

3
2
.7

1
%

名
古

屋
市

議
会

議
員

一
般

選
挙

2
0
1
1

4
3
.9

6
%

地
域

活
動

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

・
N

P
O

活
動

に
参

加
し

て
い

る
市

民
の

割
合

2
0
1
3

2
5
.7

%

市
内

に
主

た
る

事
務

所
を

有
す

る
N

P
O

法
人

数
2
0
1
3

8
5
3

団
体

貧
困

生
活

保
護

3

ワ
ー

ク
ラ

イ
フ

バ
ラ

ン
ス

個
人

生
活

の
質

（
安

心
、

健
康

）

健
康

寿
命

1

平
均

寿
命

2

人
生

の
質

（
選

択
機

会
、

能
力

発
揮

）
高

等
教

育
を

受
け

る
人

の
割

合

社
会

安
全

ロ
ー

カ
ル

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

（
互

助
、

地
元

愛
、

歴
史

文
化

）

対
応

力
（
社

会
参

加
、

共
助

）
地

方
選

挙
へ

の
投

票
率

選
挙

管
理

委
員

会
事

務
局

 選
挙

係
「
過

去
の

選
挙

結
果

」

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

参
加

度
2

「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

2
8
8

22
大

学
等

進
学

率

「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

7
0

「
平

成
2
4
年

　
名

古
屋

市
民

の
平

均
余

命
」
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表 3-5 名古屋市における指標データと指標値一覧(達成状態指標 その 2) 

 

種類 1：指標、2：代理指標、3：補助指標 

  

分
野

項
目

指
標

種
類

指
標

名
時

点
値

単
位

出
典

経
済

活
動

量
を

示
す

指
標

1
× 一

人
あ

た
り

名
目

G
R

P
2
0
1
1

5
,2

0
3
,2

0
9

円
/
人

一
人

あ
た

り
実

質
G

R
P

2
0
1
1

5
,4

1
2
,7

1
1

円
/
人

課
税

対
象

所
得

平
均

2
市

民
税

課
税

対
象

所
得

平
均

2
0
1
3

2
,6

7
8
.6

千
円

/
人

総
務

省
自

治
税

務
局

「
市

町
村

税
課

税
状

況
等

の
調

」
第

1
1
表

(課
税

対
象

所
得

)/
(所

得
割

の
納

税
義

務
者

数
)

就
業

率
1

就
業

率
2
0
1
0

5
6
.2

%
総

務
省

「
国

勢
調

査
」

完
全

失
業

率
(男

)
2
0
1
0

6
.5

%
完

全
失

業
率

(女
)

2
0
1
0

4
.9

%
経

済
の

安
定

度
を

示
す

指
標

1
×

消
費

者
物

価
指

数
2

名
古

屋
市

消
費

者
物

価
指

数
総

合
　

年
平

均
2
0
1
4

1
0
2
.6

総
務

省
統

計
局

「
平

成
2
2
年

基
準

　
消

費
者

物
価

指
数

全
国

　
平

成
2
6
年

(2
0
1
4
年

)平
均

」
資

源
投

入
量

1
×

最
終

処
分

量
2

最
終

処
分

量
2
0
1
2

5
1
,8

2
6

ｔ
環

境
省

「
一

般
廃

棄
物

処
理

実
態

調
査

」
資

源
収

集
量

2
資

源
収

集
量

2
0
1
3

6
6
,7

2
4

ｔ
「
事

業
概

要
(平

成
2
6
年

度
資

料
編

)」
表

1
9

埋
立

量
2

埋
立

量
2
0
1
3

4
8
,1

4
8

t
「
事

業
概

要
(平

成
2
6
年

度
資

料
編

)」
表

2
0

ご
み

収
集

量
2

ご
み

収
集

量
2
0
1
3

4
2
0
,7

3
8

t
「
事

業
概

要
(平

成
2
6
年

度
資

料
編

)」
表

2
4

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
率

1
× 温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

(確
定

値
)

2
0
1
1

1
,5

1
8

万
t-

C
O

2

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

量
(速

報
値

)
2
0
1
2

1
,3

5
0

万
t-

C
O

2

生
物

多
様

性
指

標
1

× 大
気

の
環

境
目

標
値

の
達

成
率

(二
酸

化
窒

素
)

2
0
1
3

9
4
.4

%

水
質

の
環

境
目

標
値

の
達

成
率

(B
O

D
)

2
0
1
3

6
0
.0

%

「
平

成
2
3
年

度
　

名
古

屋
の

市
民

経
済

計
算

」
か

ら
算

出

雇
用

失
業

率
3

安
定

し
た

経
済

（
均

衡
）

環
境

資
源

・
ご

み

エ
ネ

ル
ギ

ー
・
気

候
変

動
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

2

経
済

経
済

の
活

性
化

（
生

産
性

、
購

買
力

）
一

人
あ

た
り

G
R

P
2

「
名

古
屋

市
域

か
ら

の
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

」

生
態

系
・
環

境
質

環
境

基
準

達
成

度
1

「
名

古
屋

市
総

合
計

画
2
0
1
8
」
p.

1
8
1
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表 3-6 データの出典(名古屋市作成) 

統計名 作成者 入手方法 

なごやの健康福祉 2013-主な施設一覧- 

健康 

福祉局 

総務課企画係 web サイト 

平成 24 年 名古屋市民の平均余命 
健康福祉局総務課調査 

統計係 

web サイト 

平成 24 年版名古屋市 

健康福祉年報＜人口動態統計編＞ 
web サイト 

事業概要 平成 24 年度統計 
健康福祉局高齢福祉部 

介護保険課推進係 
web サイト 

生活保護統計 平成 24 年度 
健康福祉局生活福祉部 

保護課 

市民情報 

統計センター 

名古屋市内の認可保育所一覧 
子ども 

青少年局 

保育部保育企画室 

保育企画係 
web サイト 

市内幼稚園一覧 
教育 

委員会 

事務局学校教育部指導室 web サイト 

指定文化財等目録一覧 
事務局生涯学習部 

文化財保護室文化財係 
web サイト 

毎月の人口(推計人口) 

総務局 

企画部統計課統計係 web サイト 

平成 23 年度 名古屋の市民経済計算 総務局企画部統計課統計係 web サイト 

名古屋市総合計画 2018 総務局企画部企画課 web サイト 

名古屋市上下水道局 
上下 

水道局 
－ 問い合わせ 

名古屋市道路統計 
緑政 

土木局 

－ web サイト 

名古屋市内を流れる河川 
緑政土木局河川部 

河川管理課管理係 
web サイト 

環境・エネルギー問題対策 

特別委員会説明資料 

環境局 

－ 問い合わせ 

事業概要(平成 26 年度資料編) － web サイト 

名古屋市域からの温室効果ガス排出量 
環境企画部環境企画課 

施策推進係 
web サイト 

名古屋市の財政状況 財政局 財政部財政課財政調査係 web サイト 

第 53 回市政世論調査(速報版) 
市民 

経済局 

市民生活部広聴課 web サイト 

平成 25 年度版生活環境指標 
地域振興部地域振興課 

地域振興係 
web サイト 

過去の選挙結果 
選挙管理 

委員会 
事務局 選挙係 web サイト 

 

表 3-7 データの出典(名古屋市以外が作成) 

統計名 作成者 e-stat 

国勢調査 総務省 ○ 

統計でみる市町村のすがた 2014 総務省 ○ 

市町村税課税状況等の調 総務省 － 

平成 22 年基準 消費者物価指数 総務省 ○ 

一般廃棄物処理実態調査 環境省 － 

教育調査統計 文科省 ○ 

農林業センサス 農水省 － 

第 60 次東海農林水産統計年報 農水省東海農政局 － 

愛知県林業書 愛知県 － 

犯罪統計書 平成 25 年 愛知県警察 － 

大都市比較統計年表 横浜市 － 
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市レベルより下位のレベルへの指標体系・指標群の適用するにあたり、名古屋市にある 16 区を

例に、市全体と同様に共通指標を適用しました。  

区のデータは名古屋市全体と同様に「統計なごや web 版」や国勢調査等、国が実施している統

計から引用しました。さらに、各区の web サイトや毎年度各区が策定している「区政運営方針」

等を対象に調査を行いました。指標のうち量的データについては、今回の調査の範囲では区が独

自に行っている統計は見当たりませんでした。  

質的データについては「区政運営方針」を策定するために各区が行っているアンケート結果を

中心に確認しましたが、現状の区政に対する評価や今後の区政への要望が中心の内容となってお

り、今回の指標体系に資する項目は見つかりませんでした。  

表 3-8、表 3-9 に名古屋市および区でのストック指標、達成状態指標のデータについて、入手

できた指標のみ掲載しました。  
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表 3-8 名古屋市の区における指標データ(その 1) 

 

項
目

指
標

種
類

指
標

名
単

位
時

点
千

種
区

東
区

北
区

西
区

中
村

区
中

区
昭

和
区

瑞
穂

区

人
口

1
人

口
人

2
0
1
4

1
6
3
,5

9
2

7
5
,6

2
7

1
6
3
,1

5
5

1
4
6
,2

9
5

1
3
5
,8

2
6

8
1
,7

5
7

1
0
5
,4

2
7

1
0
4
,9

7
9

昼
夜

間
人

口
比

率
2

昼
夜

間
人

口
比

率
2
0
1
0

1
1
2
.1

1
6
2
.0

8
9
.2

1
0
9
.4

1
6
6
.2

3
7
9
.1

1
1
6
.6

1
0
2
.0

1
人

あ
た

り
教

員
数

公
立

小
学

校
1
人

あ
た

り
教

員
数

2
0
1
4

0
.0

5
3

0
.0

5
9

0
.0

5
8

0
.0

5
8

0
.0

6
3

0
.0

8
6

0
.0

6
0

0
.0

5
4

1
人

あ
た

り
教

員
数

公
立

中
学

校
1
人

あ
た

り
教

員
数

2
0
1
4

0
.0

6
2

0
.0

6
3

0
.0

7
2

0
.0

6
2

0
.0

6
3

0
.0

7
1

0
.1

0
6

0
.0

6
9

公
立

小
学

校
児

童
数

人
2
0
1
4

7
,0

5
2

2
,8

6
5

7
,2

0
5

6
,7

1
5

4
,8

6
5

2
,0

9
3

4
,3

4
7

4
,9

5
9

公
立

中
学

校
生

徒
数

人
2
0
1
4

3
,2

7
7

1
,1

9
3

3
,5

4
5

3
,2

4
4

2
,3

5
9

8
2
9

1
,7

7
0

2
,1

2
9

公
立

小
学

校
教

員
数

人
2
0
1
4

3
7
2

1
7
7

4
2
0

3
9
0

3
0
7

1
8
0

2
5
9

2
6
8

公
立

中
学

校
教

員
数

人
2
0
1
4

2
0
7

8
6

2
2
0

2
0
3

1
6
8

8
8

1
2
2

1
3
5

1
万

人
あ

た
り

介
護

施
設

数
1
0
万

人
あ

た
り

介
護

施
設

数
2
0
1
4

8
.1

1
7
.9

2
3
.0

1
4
.5

8
.4

1
2
.5

1
2
.5

1
1
.4

1
人

あ
た

り
保

育
施

設
数

千
人

あ
た

り
保

育
施

設
数

2
0
1
4

5
.4

4
.8

5
.3

4
.9

5
.3

5
.9

5
.1

5
.5

道
路

延
長

道
路

延
長

m
2
0
1
1

3
5
9
,5

8
7

1
4
0
,8

5
6

4
0
2
,3

0
3

4
1
6
,5

3
8

4
0
3
,5

6
0

1
6
5
,2

1
0

2
4
9
,3

7
6

2
7
2
,9

2
8

管
路

延
長

上
水

道
管

路
延

長
km

2
0
1
3

4
2
0

1
8
7

4
6
0

4
8
6

4
9
4

2
6
1

3
1
5

3
2
7

管
路

延
長

下
水

道
管

路
延

長
km

2
0
1
3

4
2
5

2
1
0

5
2
0

5
2
0

5
1
0

3
1
0

3
1
0

3
4
5

食
料

経
営

農
地

面
積

2
経

営
農

地
面

積
h
a

2
0
1
0

X
X

2
8

2
1

2
5

-
X

6
森

林
森

林
面

積
2

現
況

森
林

面
積

h
a

2
0
1
0

1
4
9

-
-

-
-

-
1
9

8
可

住
地

面
積

2
可

住
地

面
積

k㎡
2
0
1
2

1
6
.7

4
7
.7

1
7
.5

5
1
7
.8

9
1
6
.3

1
9
.3

8
1
0
.7

5
1
1
.1

5
総

面
積

3
総

面
積

k㎡
2
0
1
2

1
8
.2

3
7
.7

1
7
.5

5
1
7
.8

9
1
6
.3

1
9
.3

8
1
0
.9

4
1
1
.2

3
名

古
屋

市
長

選
挙

%
2
0
1
3

4
0
.8

6
4
0
.6

3
9
.6

9
3
9
.7

6
3
7
.4

3
3
.7

2
4
1
.8

5
4
2
.1

愛
知

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
%

2
0
1
1

3
1
.8

9
3
1
.2

9
3
8
.7

7
3
2
.3

3
無

投
票

2
6
.2

1
3
5
.1

3
2
.9

5
名

古
屋

市
議

会
議

員
一

般
選

挙
%

2
0
1
1

4
4
.7

4
4
3
.1

5
4
4
.5

7
4
4
.7

9
4
3
.7

6
3
5
.1

4
4
.1

3
4
2
.6

3
有

形
文

化
財

2
0
1
4

1
3

1
6

6
2

6
7
3

1
7

2
3

国
指

定
文

化
財

2
0
1
4

1
1
0

2
0

0
5
6

5
8

県
指

定
文

化
財

2
0
1
4

2
2

0
1

3
1
5

3
1
2

市
指

定
文

化
財

2
0
1
4

1
2

1
1

5
5

7
6

1
1

8
平

均
寿

命
2

0
歳

時
平

均
余

命
（
男

性
）

年
2
0
1
0

7
9
.8

7
9
.4

7
8
.9

7
9

7
7
.6

8
0
.2

7
9
.7

7
9
.4

平
均

寿
命

2
0
歳

時
平

均
余

命
（
女

性
）

年
2
0
1
0

8
6
.1

8
6
.7

8
6
.3

8
6
.1

8
5
.7

8
6
.9

8
6
.3

8
6
.5

介
護

保
険

認
定

者
数

3
要

介
護

等
被

保
険

者
数

(要
介

護
1
-
5
、

支
援

1
・
2
)

人
2
0
1
2

3
5
,1

9
2

1
5
,9

8
6

4
1
,8

1
8

3
3
,2

1
4

3
4
,7

5
6

1
4
,9

0
3

2
3
,2

8
8

2
5
,8

7
8

大
学

等
進

学
率

(学
校

基
本

調
査

)
%

2
0
1
4

7
2
.0

5
7
.3

4
4
.6

5
4
.4

7
6
.1

2
2
.8

6
7
.9

5
6
.4

大
学

等
進

学
率

(国
勢

調
査

)
%

2
0
1
0

4
2
.3

4
0
.9

2
8
.2

3
1
.0

2
7
.5

3
6
.1

4
1
.7

3
8
.4

生
活

保
護

3
生

活
保

護
世

帯
数

(年
間

総
数

)
世

帯
数

2
0
1
2

2
5
,9

9
0

9
,4

4
3

3
4
,9

8
0

2
8
,5

5
9

6
0
,8

0
7

1
8
,9

1
8

1
6
,8

2
1

1
6
,2

2
6

生
活

保
護

3
生

活
保

護
人

員
(年

間
総

数
)

人
2
0
1
2

3
1
,5

1
2

1
1
,1

6
8

4
8
,0

3
7

3
7
,6

3
7

7
0
,7

3
2

2
2
,5

8
2

1
9
,4

7
1

1
9
,5

1
1

犯
罪

件
数

2
本

部
重

点
犯

罪
(1

0
犯

罪
)認

知
件

数
件

2
0
1
3

1
,2

9
3

9
2
6

1
,7

5
3

1
,3

8
0

1
,6

4
3

1
,9

3
3

8
0
3

6
9
6

自
然

死
で

な
い

人
の

割
合

2
自

然
死

で
な

い
人

の
割

合
%

2
0
1
2

6
.2

5
.2

4
.1

5
.1

4
.9

6
.4

3
.8

3
.9

交
通

事
故

に
よ

る
死

者
2

交
通

事
故

人
2
0
1
2

4
3

8
8

6
-

3
1

ロ
ー

カ
ル

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
（
互

助
、

地
元

愛
、

歴
史

文
化

）
地

縁
組

織
参

加
度

（
組

織
数

、
加

入
率

）
2

町
内

会
推

計
加

入
率

%
2
0
1
2

7
9

7
5
.7

8
7
.5

8
6
.6

7
4
.2

4
9

7
6
.7

8
4
.4

地
方

選
挙

へ
の

投
票

率
2

名
古

屋
市

長
選

挙
%

2
0
1
3

4
0
.8

6
4
0
.6

3
9
.6

9
3
9
.7

6
3
7
.4

3
3
.7

2
4
1
.8

5
4
2
.1

地
方

選
挙

へ
の

投
票

率
2

愛
知

県
議

会
議

員
一

般
選

挙
%

2
0
1
1

3
1
.8

9
3
1
.2

9
3
8
.7

7
3
2
.3

3
無

投
票

2
6
.2

1
3
5
.1

3
2
.9

5
地

方
選

挙
へ

の
投

票
率

2
名

古
屋

市
議

会
議

員
一

般
選

挙
%

2
0
1
1

4
4
.7

4
4
3
.1

5
4
4
.5

7
4
4
.7

9
4
3
.7

6
3
5
.1

4
4
.1

3
4
2
.6

3
ご

み
収

集
量

2
ご

み
収

集
量

t
2
,0

1
3

2
9
,1

6
3

1
4
,2

5
9

3
0
,4

3
4

2
6
,5

6
7

2
6
,8

7
1

1
7
,1

9
1

1
8
,7

3
5

2
0
,2

5
2

資
源

収
集

量
2

資
源

収
集

量
t

2
,0

1
3

4
,7

0
5

2
,2

6
2

4
,4

7
0

4
,1

6
2

3
,4

5
7

2
,5

3
1

3
,0

5
0

2
,9

9
1

分
野 社 会

安
全

対
応

力
（
社

会
参

加
、

共
助

）

環 境
資

源
・
ご

み

ス ト ッ ク 指 標 達 成 状 態 指 標

文
化

遺
産

の
数

2

個 人

生
活

の
質

（
安

心
、

健
康

）

人
生

の
質

（
選

択
機

会
、

能
力

発
揮

）
高

等
教

育
を

受
け

る
人

の
割

合
2

貧
困

人 工
構

造
物

（
道

路
、

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

、
公

共
交

通
）

1

自 然
土

地

社 会 関 係

社
会

参
加

投
票

率
2

文
化

・
伝

統

人 的

人
材

（
人

口
、

知
識

、
経

験
）

教
育

2
公

立
小

中
学

校
児

童
数

・
生

徒
数

公
立

小
中

学
校

教
員

数

医
療

・
福

祉
2



  

219 

表 3-9 名古屋市の区における指標データ(その 2) 

 

項
目

指
標

種
類

指
標

名
単

位
時

点
熱

田
区

中
川

区
港

区
南

区
守

山
区

緑
区

名
東

区
天

白
区

人
口

1
人

口
人

2
0
1
4

6
5
,1

0
4

2
2
0
,0

3
9

1
4
4
,8

9
8

1
3
7
,3

0
2

1
7
1
,3

2
9

2
3
8
,0

1
3

1
6
3
,2

5
9

1
5
9
,5

2
8

昼
夜

間
人

口
比

率
2

昼
夜

間
人

口
比

率
2
0
1
0

1
3
5
.2

8
9
.6

1
1
4
.1

1
0
0
.4

8
6
.9

8
0
.0

8
6
.9

8
9
.9

1
人

あ
た

り
教

員
数

公
立

小
学

校
1
人

あ
た

り
教

員
数

2
0
1
4

0
.0

6
2

0
.0

5
3

0
.0

5
7

0
.0

6
2

0
.0

5
3

0
.0

5
1

0
.0

5
1

0
.0

5
1

1
人

あ
た

り
教

員
数

公
立

中
学

校
1
人

あ
た

り
教

員
数

2
0
1
4

0
.0

6
3

0
.0

6
9

0
.0

6
0

0
.0

6
1

0
.0

6
6

0
.0

5
4

0
.0

5
9

0
.0

5
7

公
立

小
学

校
児

童
数

人
2
0
1
4

2
,6

4
2

1
1
,2

6
0

7
,9

1
1

5
,9

3
2

1
0
,0

3
9

1
5
,3

0
0

9
,3

7
3

8
,2

6
4

公
立

中
学

校
生

徒
数

人
2
0
1
4

1
,2

8
0

5
,7

7
1

3
,9

5
7

3
,1

1
9

4
,6

5
2

7
,1

8
1

3
,9

8
4

3
,9

2
7

公
立

小
学

校
教

員
数

人
2
0
1
4

1
6
3

5
9
5

4
5
4

3
6
8

5
2
4

7
7
4

4
8
0

4
2
1

公
立

中
学

校
教

員
数

人
2
0
1
4

8
8

3
4
7

2
4
1

2
0
5

2
5
2

4
2
1

2
2
8

2
2
4

1
万

人
あ

た
り

介
護

施
設

数
1
0
万

人
あ

た
り

介
護

施
設

数
2
0
1
4

3
0
.2

2
1
.5

4
2
.2

1
5
.7

2
2
.7

2
2
.2

9
.3

2
4
.3

1
人

あ
た

り
保

育
施

設
数

千
人

あ
た

り
保

育
施

設
数

2
0
1
4

5
.5

3
.8

4
.9

5
.5

4
.4

3
.6

4
.1

3
.5

道
路

延
長

道
路

延
長

m
2
0
1
1

1
6
7
,7

2
9

7
2
1
,5

6
3

5
0
3
,3

0
4

4
0
7
,0

2
0

5
3
4
,9

6
9

7
7
4
,7

9
6

4
0
3
,9

6
0

4
4
5
,4

2
9

管
路

延
長

上
水

道
管

路
延

長
km

2
0
1
3

1
9
9

8
2
9

6
0
6

4
5
8

6
6
8

9
2
2

5
1
0

5
2
6

管
路

延
長

下
水

道
管

路
延

長
km

2
0
1
3

2
3
0

8
7
0

5
4
0

4
9
0

6
4
0

8
7
0

4
6
0

5
0
0

食
料

経
営

農
地

面
積

2
経

営
農

地
面

積
h
a

2
0
1
0

X
2
2
4

3
6
8

1
4

8
5

1
6
6

2
7

8
6

森
林

森
林

面
積

2
現

況
森

林
面

積
h
a

2
0
1
0

-
-

-
-

4
0
7

1
9
3

1
5
9

2
0
5

可
住

地
面

積
2

可
住

地
面

積
k㎡

2
0
1
2

8
.1

3
3
2
.0

3
4
5
.6

9
1
8
.4

6
2
9
.9

2
3
5
.9

1
1
7
.8

5
1
9
.5

7
総

面
積

3
総

面
積

k㎡
2
0
1
2

8
.1

3
3
2
.0

3
4
5
.6

9
1
8
.4

6
3
3
.9

9
3
7
.8

4
1
9
.4

4
2
1
.6

2
名

古
屋

市
長

選
挙

%
2
0
1
3

4
1
.2

4
3
5
.7

5
3
3
.9

5
4
1
.1

9
4
1
.2

4
1
.5

8
3
9
.8

7
3
9
.3

1
愛

知
県

議
会

議
員

一
般

選
挙

%
2
0
1
1

3
1
.6

6
無

投
票

2
8
.4

8
3
0
.5

3
3
3
.4

4
3
5
.3

1
3
2
.5

8
3
1
.5

名
古

屋
市

議
会

議
員

一
般

選
挙

%
2
0
1
1

4
2
.4

3
4
4
.4

4
0
.4

9
4
6
.2

3
4
6
.4

6
4
5
.9

8
4
2
.9

1
4
4
.0

7
有

形
文

化
財

2
0
1
4

8
5

4
0

7
3

1
0

3
国

指
定

文
化

財
2
0
1
4

3
1

1
0

2
3

1
0

0
県

指
定

文
化

財
2
0
1
4

5
5

0
0

5
2

1
0

0
市

指
定

文
化

財
2
0
1
4

1
1
1

2
4

1
6

1
0

4
平

均
寿

命
2

0
歳

時
平

均
余

命
（
男

性
）

年
2
0
1
0

7
8
.7

7
8
.6

7
8
.1

7
8
.1

7
9
.8

8
0
.7

8
0
.2

8
0
.3

平
均

寿
命

2
0
歳

時
平

均
余

命
（
女

性
）

年
2
0
1
0

8
6
.4

8
6
.1

8
6
.5

8
6

8
6
.4

8
6
.5

8
6
.8

8
6
.2

介
護

保
険

認
定

者
数

3
要

介
護

等
被

保
険

者
数

(要
介

護
1
-
5
、

支
援

1
・
2
)

人
2
0
1
2

1
5
,6

9
9

4
8
,3

6
9

3
3
,7

7
1

3
6
,9

5
0

3
6
,8

5
2

4
6
,2

7
0

2
9
,7

5
7

3
0
,0

6
5

大
学

等
進

学
率

(学
校

基
本

調
査

)
%

2
0
1
4

7
4
.3

3
2
.1

4
6
.5

5
6
.7

2
4
.0

6
5
.0

7
5
.9

6
4
.2

大
学

等
進

学
率

(国
勢

調
査

)
%

2
0
1
0

3
1
.7

2
4
.3

1
8
.7

2
4
.1

3
1
.8

3
5
.1

4
2
.0

3
8
.7

生
活

保
護

3
生

活
保

護
世

帯
数

(年
間

総
数

)
世

帯
数

2
0
1
2

1
3
7
7
2

4
6
1
6
0

3
2
3
6
0

5
4
1
1
1

2
5
1
2
9

2
0
8
2
3

2
1
3
6
8

1
7
2
0
1

生
活

保
護

3
生

活
保

護
人

員
(年

間
総

数
)

人
2
0
1
2

1
6
1
7
8

6
7
1
9
7

4
9
4
0
1

7
0
0
5
0

3
3
8
8
4

2
9
3
9
2

2
9
1
6
1

2
1
3
5
7

犯
罪

件
数

2
本

部
重

点
犯

罪
(1

0
犯

罪
)認

知
件

数
件

2
0
1
3

7
1
5

2
0
3
2

1
3
9
8

1
1
1
1

1
9
4
9

1
6
3
0

1
2
3
5

1
1
1
1

自
然

死
で

な
い

人
の

割
合

2
自

然
死

で
な

い
人

の
割

合
%

2
0
1
2

5
.6

4
.8

6
.5

4
.9

5
.4

5
.2

5
.8

5
.7

交
通

事
故

に
よ

る
死

者
2

交
通

事
故

人
2
0
1
2

1
1
1

1
4

9
7

5
5

4
ロ

ー
カ

ル
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
（
互

助
、

地
元

愛
、

歴
史

文
化

）
地

縁
組

織
参

加
度

（
組

織
数

、
加

入
率

）
2

町
内

会
推

計
加

入
率

%
2
0
1
2

7
9
.2

8
4
.3

8
8
.8

7
9
.3

8
6
.2

8
2
.4

8
1
.5

6
5
.7

地
方

選
挙

へ
の

投
票

率
2

名
古

屋
市

長
選

挙
%

2
0
1
3

4
1
.2

4
3
5
.7

5
3
3
.9

5
4
1
.1

9
4
1
.2

4
1
.5

8
3
9
.8

7
3
9
.3

1
地

方
選

挙
へ

の
投

票
率

2
愛

知
県

議
会

議
員

一
般

選
挙

%
2
0
1
1

3
1
.6

6
無

投
票

2
8
.4

8
3
0
.5

3
3
3
.4

4
3
5
.3

1
3
2
.5

8
3
1
.5

地
方

選
挙

へ
の

投
票

率
2

名
古

屋
市

議
会

議
員

一
般

選
挙

%
2
0
1
1

4
2
.4

3
4
4
.4

4
0
.4

9
4
6
.2

3
4
6
.4

6
4
5
.9

8
4
2
.9

1
4
4
.0

7
ご

み
収

集
量

2
ご

み
収

集
量

t
2
,0

1
3

1
2
,1

2
2

4
1
,9

1
4

2
8
,1

8
6

2
5
,7

2
1

3
0
,6

9
4

4
2
,3

1
5

2
8
,2

9
6

2
8
,0

1
8

資
源

収
集

量
2

資
源

収
集

量
t

2
,0

1
3

1
,9

6
4

6
,0

4
3

4
,1

9
5

4
,1

4
2

4
,3

4
2

6
,7

6
0

4
,7

0
6

4
,4

3
3

2

貧
困

社 会

安
全

対
応

力
（
社

会
参

加
、

共
助

）

環 境
資

源
・
ご

み

投
票

率
2

文
化

・
伝

統
文

化
遺

産
の

数
2

達 成 状 態 指 標

個 人

生
活

の
質

（
安

心
、

健
康

）

人
生

の
質

（
選

択
機

会
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3.1.2 質問紙調査等による把握 

 2 章で示した指標の中には、既存統計では得られない指標もあります。特にストック指標の「社

会関係ストック」や達成状態指標の「社会」で示されている指標は、ほとんど既存統計が存在し

ません。ただし、こうした指標についても、質問紙調査やインタビュー調査などによって把握し

ている自治体もあります。このガイドラインでは、ストック指標における「社会関係ストック」

と達成状態指標の「社会」で示されている指標についての標準的な質問紙調査票を用意しました

（付属資料参照）。 

 ところで、「社会関係ストック」のネットワークの指標として、「リソースジェネレータ獲得数」

が示されています。リソースジェネレータとは、他者に協力を依頼するような項目のチェックリ

スト（リソースリスト）を用意し、その協力を得られる知り合いの有無や関係性について質問を

行う方法です。表 3-10 にリソースリストを示します。リソースは 30 項目あり、このうち獲得し

た数を平均したものが「リソースジェネレータ獲得数」です。 

 質問紙調査やインタビュー調査による把握の問題点として、以下の点があります。 

 

(1)その多くが回答者の主観的な判断に基づくものであるため、客観性に乏しい。 

(2)サンプル調査が多く、サンプルが変わった場合には結果が変わる可能性がある。 

(3)同じ意図の設問であっても、聞き方(質問文)によって結果が変わる可能性がある。 

(4)調査方法の違い（対面調査、訪問留置、郵送、web など）によって結果が変わる可能性があ

る。 

(5)近年、回答率が低くなっているため、代表性に疑問がある場合がある。 

(6)上記の理由から経年比較や地域間比較が難しい。 

 

 しかしながら、正しい調査設計を行って調査する事で、上に挙げた問題はある程度は回避でき

ます。また、調査で得られる定性的なデータは、時として既存統計のデータ以上に持続可能な地

域づくりにとってとても貴重なデータとなります。 
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表 3-10 リソースリスト  

分野 リソース 

生活 

満足度 

おいしいお店（レストラン等）を教えてもらう 

パソコンや家電製品のトラブルが起こった時に頼りになる 

壊れた家具や自転車の修理を頼める 

病気の時などに自分の代わりにちょっとした買い物が頼める 

自分で運転できない時（免許がない場合）に、自動車で目的地まで乗せていってもらえる 

安心・ 

安全 

お互いの家族構成を把握している 

お互いに近況を確かめ合う 

災害時の避難場所や安否確認方法の情報を共有している 

旅行・帰省等で家を長期に留守にする際に、留守中をお願いできる 

火事や事故、災害時に自宅まで駆けつけてきてくれる 

コミュニティ・ 

ガバナンス 

地域の歴史や文化についてよく知っている 

一緒に趣味を楽しんだり、体を動かしたりする 

議員や行政（自治体）に対するつてがある（もしくは直接的な知り合いが議員・行政関係者）

地域の自然や環境について一緒に話をする 

地元メディア(テレビ局、ラジオ局、新聞社、出版社など)につてがある（もしくは直接的な知り

合いがメディア関係者） 

経済的 

安定 

近所の安売りの店や特売品の情報を教えてくれる 

就職したり、転職したりする際に推薦状を書いてもらえる 

保証人になることを頼める 

自分や家族の就職先（パート、アルバイトを含む）を斡旋してくれる 

困った時に少額のお金を貸してくれる 

健康・福祉 

評判の良い病院、介護施設、保育所、支援組織・制度などの情報を教えてくれる 

親の介護や子育てについて相談できる 

自分（や家族）の健康や病気について相談できる 

（一時的に）親の介護や子どもの世話を頼める 

自分が病気や障害を抱えた時に物理的なサポート（介護等）を頼める 

専門知識・ 

技術 

大学や研究機関につてがある（もしくは直接的な知り合いが大学・研究機関の関係者） 

お金に関するアドバイス（保険や投資、借金など）をしてくれる 

英語の通訳や翻訳をしてもらう 

法律や公的な制度についての専門的な知識を持っている 

医療に関する専門的な知識・技術を持っている（医師・薬剤師） 
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3.2 全国での比較事例 

表 3-1 のデータをインタラクティブな分布図（各地域の指標値の分布を把握できる図）の形式

で可視化しました。本データは、下記のサイトからアクセスすることができます。  

 

http://www.shd.chiba-u.ac.jp/index.php?id=183 

 

可視化にあたっては、Google 社の提供する「スプレッドシート」という Web サービスの「モ

ーショングラフ」のガジェットを利用しました。  

「モーショングラフ」の表示画面（図 3-1）は、閲覧者が指標の種類や注目する地域を自由に

選択することができます。具体的な操作方法は以下のとおりです。  

 

「モーショングラフ」の操作方法  

①x 軸（＝ヨコ軸）で表示するデータを選択する  

②y 軸（＝タテ軸）で表示するデータを選択する  

③カラー（＝バブルの色）で表示するデータを選択する  

④サイズ（＝バブルの大きさ）で表示するデータを選択する  

⑤タイム（＝時点）を選択する※  

⑥注目したい地域（複数可）を選択する  

⑦軸目盛りの lin／ log（＝線形表示／対数表示）を切替える  

⑧グラフ種類を「バブルチャート」から「棒グラフ」「時系列折れ線グラフ※」に切替える  

⑨選択していない地域のバブルの透過度を変更する  

※印は複数時点のデータが入力されていないときには表示されない。  

（参考）モーション  グラフ  - ドキュメント  エディタ  ヘルプ  

https://support.google.com/docs/answer/1047434?hl=ja 

 

多くのデータが重なって見づらいときには、⑦にあるように、軸目盛りを「 lin（リニア、線

形）」から「 log（ログ、対数）」に変更してみてください。散布図上における各地域データの相

対的な位置関係（上下左右）は、 lin から log に切り替えても変化しません。  

このデータセットによって、次のことを把握することができます。第一に、選んだ指標につい

て、全国の自治体がどのように分布しているのかを把握することができます。第二に、全国の自

治体の中で、対象とする自治体がどの程度の位置を占めているのかを把握することができます。
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図 3-1 分布図表示（Google モーショングラフ）の操作画面 

 

例として、千葉県市原市について、さまざまな項目の分布図の中に示してみました。図 3-2 か

ら図 3-9 の分布図は、いずれも X 軸に人口を Y 軸に対象となる数値をそれぞれ対数表示していま

す。 

図 3-2 は、0-5 歳人口に占める幼稚園・保育所在籍者数の全国分布です。この指標は域外の保

育に依存する割合というよりは、家庭内保育に依存する割合の違いによってばらつきが見られる

のではないかと考えられます。一方、図 3-3 と図 3-4 に示した対象年齢人口に占める域内の小中

学生の割合については、義務教育ということもあり、市町村によってのばらつきがほとんど見ら

れない結果となりました。 

 図 3-5 に示す生産年齢人口に占める自市区町村で就業している者の数は、市町村によってばら

つきが見られます。たとえば、市原市は、同じ人口規模の自治体の中では、中位に位置していま

す。 

 図 3-6 の介護サービスの域内供給度については、人口の少ない自治体を中心に介護・老人ホー

ムが存在しない自治体が下側に並んでいます。人口規模が少なくなるほど、介護・老人ホームの

収容能力に余裕があることがわかります。市原市は、介護・老人ホームが存在する自治体の中で

は、平均的な充足度となります。  

 図 3-7 の一般廃棄物の自自治体保有最終処分場での処理比率については、一部事務組合を形成
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し統計上廃棄物の埋立処分がゼロとなっている自治体が下側に並んでいます。市原市では、排出

された一般廃棄物の最終処分はすべて市原市の最終処分場で処理していることがわかります。  

 図 3-8 の域内で生産された再生可能エネルギーによる地域的エネルギー自給率については、市

原市は、同規模の自治体の中では、もっとも高い領域に位置することがわかります。これは、市

原市に大規模なバイオマス発電所が立地しているからです。図 3-9 の食料自給率についても、同

規模の自治体内では比較的高い領域に位置しています。再生可能エネルギー自給率も、食料自給

率も、人口規模が小さいほど自給率が大きな自治体が現れることが、読み取れます。なお、再生

可能エネルギー生産量や食料生産量がほぼゼロである自治体が下側に並んでいます。  

 このようにして、対象となる自治体の特徴を、資本ストックの存在量という観点から、まず把

握することが重要です。  

 

 

図 3-2 幼稚園・保育所在籍者数／0-5 歳人口の分布図 

 

 

図 3-3 小学校児童数／6-11 歳人口の分布図 
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図 3-4 中学校生徒数／12-14 歳人口の分布図 

 

 
図 3-5 自市区町村で従業している就業者数／15-64 歳人口の分布図 

 

 

図 3-6 養護･介護老人ホーム等定員数合計／要介護認定者数の分布図 
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図 3-7 一般廃棄物自自治体最終処分場埋立量/一般廃棄物最終処分量の分布図 

 

 

図 3-8 再生可能エネルギー生産量／地域的エネルギー需要量の分布図 

 

 

図 3-9 地域的食糧自給率の分布図 
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3.3 将来の推計 

 資本ストックのうち、人的資本、人工資本、自然資本といった物理的な資本ストックについて

は、ある程度、長期間にわたる将来の状況を予測することができます。  

将来推計の具体的な方針は、図 3-10 に示すとおりです。 

将来推計のベースは、人口予測となります。一般的には、国立社会保障・人口問題研究所によ

る市町村別人口の将来予測を用いることができます。各市町村で個別に人口の将来推計を行って

いる場合には、そのデータを用いることとなります。  

まず、人口予測に基づいて、将来の産業構造を予測します。簡易な方法としては、2010 年の年

齢階級（5 歳区分）ごとの産業別就業比率を固定し、2040 年の国勢調査大分類ごとの就業比率を

投影する方法を採用することができます。国勢調査大分類は、以下の 21 分類となります。  

 

①農業、②林業、③漁業、④建設業、⑤教育・学習支援業、⑥医療・福祉、⑦鉱業・採石業・

砂利採取業、⑧製造業、⑨電気・ガス・熱供給・水道業、⑩情報通信業、⑪運輸業・郵便業、

⑫卸売業・小売業、⑬金融業・保険業、⑭不動産業・物品賃貸業、⑮学術研究・専門・技術サ

ービス業、⑯宿泊業・飲食サービス業、⑰生活関連サービス業・娯楽業、⑱複合サービス事業、

⑲サービス業（他に分類されないもの）、⑳公務（他に分類されるものを除く）、㉑分類不能  

 

これらに加えて、㉒完全失業者、㉓家事、㉔通学、㉕その他、㉖不詳という項目を用いること

もできます。この産業構造の予測にしたがって、将来の課税対象所得と財政規模を予測すること

ができます。  

一方、人口予測に基づいて、保育、教育、労働、介護、医療ニーズを予測します。その際、年

齢区分（5 歳区分）ごとの上記ニーズ比率を現状（概ね 2010 年）で固定し、2040 年の人口予測に

したがって、上記ニーズを推計する方法を用います。使用したニーズ比率は、市町村比較で用い

た以下の項目に相当します。  

＜保育＞ 幼稚園・保育所在籍者数／0-5 歳人口  

＜教育１＞ 小学校児童数／6-11 歳人口 及び 小学校教員数／小学校児童数  

＜教育２＞ 中学校生徒数／12-14 歳人口 及び 中学校教員数／中学校生徒数  

＜労働＞ 自市区町村で従業している就業者数／15-64 歳人口  

＜医療＞ 病院・一般診療所病床数合計／人口 及び 医療施設医師数／人口  

＜介護＞ 要介護認定者数／65 歳以上人口 及び 養護･介護老人ホーム等定員数合計／要介

護認定者数  

また、人工ストックについては、現状の建築物・構造物のストック量を将来まで維持するため

に必要な費用について把握します。対象とする範囲は、市町村比較で用いた以下の建築物・構造

物とし、更新・維持費用については現状の単価で固定する方法をとります。  

＜建築物＞ 公有財産建物総面積 住宅総数  

＜構造物＞ 道路延長 一般廃棄物最終処分場残余容量  

 さらに、自然ストックについては、農地、林地を現状のまま維持するために必要な投下労働量

を推計します。  
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図 3-10 将来推計の考え方 

 

このような将来推計によって把握される課題（気づき）のポイントは以下のとおりとなります。  

第一に、将来の保育、教育、雇用、医療、介護ニーズと、現状の保育、教育、雇用、医療、介

護の各ニーズに対応するための人的・人工ストック量を比較して、どの程度の違い（ギャップ）

が生じることになるのかが把握されます。  

第二に、現状の建築物・構造物のストック量を将来まで維持するために必要な費用と、将来想

定される財政規模を比較して、どの程度、財政規模を圧迫することとなるのかが把握されます。  

第三に、現状の農地、林地を将来にわたって維持するために必要な投下労働量と、将来想定さ

れる農業・林業従事者数を比較して、どの程度の違い（ギャップ）が生じることになるのかが把

握されます。  

第四に、人口の予測に応じて、将来必要となるであろう建築物・構造物のストック量と、現状

のストック量を比較して、どの程度の違い（ギャップ）が生じることになるのかが把握されます。  

 このような作業をつうじて、各自治体における将来の課題を把握し、その課題を未然に防ぐた

めに今後 10 年間で何をすべきかという観点で、地域の総合計画を策定していくことが臨まれま

す。  

 将来推計に関するデータ類や将来推計事例については、今後、下記のサイトにおいて提供して

いく予定です。参考にしていただければ幸いです。  

 

http://www.shd.chiba-u.ac.jp/index.php?id=183 
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3.4 計画・政策への活用イメージ 

ここでは計画・政策への活用イメージとして、愛媛県内子町の事例を紹介します。  

 内子町では 2007 年に環境基本計画を策定しましたが、策定から 8 年経ち、現在総合計画の改

訂と歩調を合わせて見直し作業を行っています。まずこれまでの取り組みの成果や課題の抽出の

ために、今回開発した指標が使用可能かを検証するつもりでした（しかし実際はデータ収集に時

間がかかり、間に合わいませんでした）。そこで重点プロジェクトの絞り込みや、数値目標や指標

の検討の際に用いました。すなわち、重点プロジェクのうち何がふさわしいかを検討する材料と

して、その達成状況を測る指標を提示し、参考にしてもらいました。  

 指標案は計画の事務を担当する行政職員と、町民からなる策定委員会の 2 種類の方法で検討し

ていただきました。前者は、総合計画を担当する A 氏と環境基本計画を担当する B 氏にヒアリン

グと質問紙によるアンケートを行いました。プロジェクトの候補は 10 を超えますが、その中から

4 つ選定し、2 章で示した指標と別途検討した地域固有指標を混在したリストを見せ、両氏に指標

としてのふさわしさの優先順位を付けてもらいました。  

 その結果を表 3-11～3-14 に示します。その結果、両氏で優先順位の付け方に相応の差がみられ

ることがわかります。総合計画を担当する A 氏は達成状態指標を選定する傾向があり、環境基本

計画を担当する B 氏は取り組み指標を選定する傾向がみらます。また A 氏は地域活性化など持続

可能な地域づくり全般の視点から分野に偏らない指標を選定しているのに対し、B 氏は環境分野

の指標を中心に選定しています。  

 このことから、異なる価値観を有する職員や住民間の視野の拡大や共有を目的として、指標選

定のワークショップを行うことと良いと思われます。  
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表 3-11 「町民主体の再生可能エネルギーの導入」に関する指標の優先順位 

 

表 3-12 「持続可能な内子ツーリズム」に関する指標の優先順位 

 

  

指標内容 説明 A氏 B氏

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備の導入数
太陽光発電、小水力発電、木質ペレットボイラーなどなどの再生可能ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ設備の導入数が多くなると、内子町のCO2排出量が削減され、温
暖化防止に貢献する

4 5

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備導入への出資人
数

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備導入への出資する町民や企業が多くなるほど、
再生可能エネルギーへの関心が高まるだけでなく、積極的に関わる人
が増え、町が活性化する

5 1

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備導入への出資し
た金額

上と同じだが、人数よりも金額のほうが、実質的な貢献度を表していると
いう考え方

再生可能エネルギーによる発電量・熱
供給量

関わる人が増えても、実際に太陽光発電、小水力発電による発電量
や、木質ペレットボイラーの熱で賄う量が増えないとCO2削減にはならな
い。また、エネルギーの地産地消になり、内子町外に逃げて行っている
光熱費を町内で循環させることができた量を表すことができる

1 1

内子町全体のエネルギー消費量に対
する再生可能エネルギーの割合

上と同じだが、供給量が増えても、エネルギー消費量が増加すれば、外
から買う量も増えてしまうので、割合を高めることが有効との考え方

2 3

光熱費全体に占める再生可能エネル
ギーへの支出の割合

上と同じだが、実際に町内で循環させた金額のほうが有効との考え方 3

内子町全体のCO2排出量の削減量
再生可能エネルギーの導入が進めば、町全体のCO2排出量は減少し、
地球温暖化防止に貢献することができる

4

町内総生産（生産・販売高）の増加額
再生可能エネルギーの関連産業が育ち、生産額や販売額が増えれば、
町内総生産が増え、町が豊かになる

指標内容 説明 A氏 B氏

滞在型のツアーの実施回数
町や民間で企画した滞在型の実施回数が増えれば、滞在型観光客が
増えるという考え方

1

滞在型のツアーを受け入れる企業・団
体数

滞在型観光を実施するには宿泊施設だけでなく、観光客が立ち寄れる
ような商店・施設や自治会などの多様な組織の受け入れ体制が整って
いることが重要との考えから

3 4

自然・地域体験型のツアーの実施回数
滞在型であっても単に観光スポットを巡るものよりも農業体験やねき歩
き、地域行事・地域活動に参加するツアーのほうがコミュニティの活性化
につながるという考えから

2

自然・地域体験型のツアーを受け入れ
る人数（宿泊施設、商店、自治会など)

農業体験や地域行事・地域活動参加型ツアーを実施するには宿泊施設
だけでなく、商店・施設や自治会などの多様な組織の受け入れ体制が
整っていることが重要との考えから

4

交流人口（観光客数） 滞在型、日帰りを含む観光客の全体数 1

宿泊客の延べ宿泊人数
滞在型ツアーの実施回数が増えても、1回当たりの参加人数が少なけれ
ば経済効果が少ないので、宿泊人数を増やすことを目指すべきという考
え方

2

自然・地域体験型のツアーの参加人数
単に宿泊者が増えても体験型ツアーに参加しているとは限らないという
考えから

2

観光客の町内での支出金額
宿泊者や体験型ツアー参加者が増えるだけでなく、観光客に町内にお
金を落とすようなツアーを目指すべきという考えから

4

町内での就業者数（雇用人数）
ツアーの企画実施の仕事が、仕事がなく外に出て行った人をつなぎ止め
るだけの収入が得られるようにすべきとの考え方

観光関連産業による所得
観光産業の発展がそれを支える他の産業にも波及し、最終的には町民
の所得が増えることを目指すべきという考え方

5
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表 3-13 「エコ自治会・コミュティビジネス,移住・分住・町外ボランティアによる環境保全

活動」に関する指標の優先順位 

 

表 3-14 「幼稚園・保育園～小中学校～高校～社会人をつなぐ環境教育・ESD の推進」に関す

る指標の優先順位 

 

  

指標内容 説明 A氏 B氏

コミュニティビジネス事業数
コミュニティビジネスが活発化すると、町内でできる仕事が増え、雇用や
所得が増えるとともに、自治会内のつながりや自治体間のつながりが増
える

5 4

コミュニティビジネス参加者数
地域経済の活性化のためには単にコミュニティビジネスの事業数が増
えればいいというものではなく、それへの参加者数を増やすべきという
考え方

4

コミュニティビジネスによる所得増加額
地域経済の活性化のためには単にコミュニティビジネスの事業数が増
えればいいというものではなく、それへの参加者数を増やすべきという
考え方

人口減少率が一定比率以下の自治会
数

コミュニティビジネスが定着するのが目的ではなく、人口減少に歯止めを
かけることに寄与すべきと言う考え方

2

地域活動への機会提供数
外部（自治会外、町外）の人が参加できる地域活動（伝統行事、文化芸
術・スポーツ大会、草刈り・清掃、建物・道路修繕など）が増えれば、地
域内外の絆が深まり、生活環境維持にもなつという考え方

1

地域活動への参加人数
地域活動への参加機会が増えても、参加する人がいなければ意味がな
いという考え方

1 1

人口（住民基本台帳）
ボランティア活動に外から参加する人が増えても、外に出て行く人が減
らずに人口が減少してしまっては意味がないという考え方

移住者人口
外に出て行く人が一定数あったとしても、Iターン、Uターン者などの移住
者がいれば、地域が活性化するという考え方

4

移住・分住人口
1年のうち数週間から数ヶ月内子に滞在し地域活動に参加してくれれ
ば、必ずしも移住しなくても良いという考え方

活動人口（町民活動人口＋町外者活動
人口）

単に内子町に住んでいるだけでなく地域活動に積極的に参加するひと
を増やそうという考え方。また内子に長期間滞在しなくても、ボランティア
活動等に参加して内子町の生活環境維持などに貢献してくれる人が増
えれば良いという考え方。

3 3

指標内容 説明 A氏 B氏

地域学習・環境教育の実施時間数
地域学習・環境教育の実施時間数が増えれば地域への愛着や地域活
動へのん参加度が向上する

3 3

交流型地域学習・環境教育の実施時間
数

地元自治会と学校、小学校と幼保中高、町外の方と一緒に（あるいは支
援を受けて）学習活動をするほうが、地域づくりの人材育成にはつながり
やすいという考え方

2 1

交流型地域学習・環境教育に関わる団
体数

地元自治会や役場の各部署、環境NPO、商店街やJAなどの民間団体、
大学、ドイツなどの多くの交流のチャンスがあればあるほど、多様な価
値観を持ち地域に貢献する人材が育ちやすいという考え方

4 1

地域活動を実践する生徒・児童数
単に教育の時間数が増えるだけでなく、その結果地域活動に参加・実
践する人を増やせば、将来の人材育成ではなく、その場で地域づくりを
担っていることになるという考え方

1 4

エコ活帳・エコマネー発行数
エコ活帳（エコ活動の日記）やエコマネー（エコ活動の対価）発行数が増
えれば、環境配慮行動を実施する子どもたちが増える

エコ行動の実施率
エコ活帳を形式に書くだけでなく、本当に環境配慮行動を実施している
かを把握すべきという考え方

5

大学の地域関連学部への進学率
地域経済や地域文化等について大学で学ぶ高校生が増えれば増える
ほど、地域活動の担い手が増えるという考え方

生産年齢人口（20～40代）
若い世代や働き盛りの世代が内子町にとどまったり戻ってくることが最
終目的だという考え方

5
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